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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 である。 

制定に 当たって は， 日本工業規格と 国際規格との 対比， 国際規格に 一致した 日本工業規格の 作成 及び 曰 
本 工業規格 を 基礎に し た 国際規格 原案の 提案 を 容易 にす るた め に， IEC 60204-11:2000, Safety of machinery 
― Electrical equipment of machines — Part 1 1 : Requirements ror HV equipment for voltages above 1000V a.c. or 
1500V d.c. and not exceeding 36kV を 基礎と して 用いた。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許権， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実 
用 新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある こ と に 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣 並びに 日 
本 工業 標準 調査 会 は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出 
願 公開 後の 実用新案 登録 出願に かかわ る 確認に ついて， 責任 はもたない。 

JISB9960-11 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 

附属 書 A (参考） この 規格が 対象と する 機械の 例 
附属 書 B (参考） 機械の 高電圧 装置に 関する 調査 書 

附属 書 C (参考） 中性 点 直接 接地 方式 又は 中性 点 低 抵抗 接地 方式に おける 裸 保護 導体の 断面 積の 計算 

法 

附属 書 D (参考） 高電圧 装置に おける ケーブルの 定格 電圧と 最高 電圧の 闋係 
附属 書 E (参考） 接地 及び 保護 ボンディング に関する 用語の 関連 付け 
附属 書 1 (参考） JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 
J1SB9960 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JIS B 9960-1 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

JIS B 9960-11 第 11 部： 交流 1 000V 又は 直流 1 500V を 超え 36kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 巾 項 
JIS B 9960-31 第 31 部 ： 縫製 機械， 縫製 ュニッ ト 及び 縫製 システムの 安全性と EMC に対する 要求 事 
項 

JIS B 9960-32 第 32 部 ： 巻 上 機械に 対す る 要求 事項 



(I) 
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機械 類の 安全性 - 機械の 電気装置 ― 

第 11 部： 交流 1000V 又は 直流 1500V を 超え 
36kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 事項 

Safety of machinery— Electrical equipment of machines— Part 11 : 
Requirements for HV equipment for voltages above 1000V a.c. or 1500V d.c. 

and not exceeding 36kV 

序文 こ の 規格 は， 2000 年に 第 1 版 と し て 発行され た IEC 60204-11 ： 2000, Safety of machinery -Electrical 
equipment of machines — Part 1 1 : Requirements for HV equipment for voltages above 1000V a.c. or 1 500V d.c. and 
not exceeding 36kV を 翻訳し， 技術的 内容 を 変更して 作成した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格で 側線 又は 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 原 国際規格 を 変更 又は 追加して いる 事項で 
ある。 変更の 一覧表 を その 説明 を 付けて， 附属 書 1 (参考） に 示す。 

この 規格 は， 次の こと を 促進す るた めに， 機械の 高電圧 装置 並びに 関連す る 低 電圧 装置に 関する 要求 事 
項 及び 推奨 事項 を 規定す る。 

― 人 及び 財産の 安全 

一 制御 応答の 一貫性 

- 保全の 容易 さ 

高性能 を 達成す るた めに， 上記の 重要事項 を 無視す る ことがあって はなら ない。 

これら の 要求 事項 を 適用 す る 対象の 一例 として は， 機械 類の 故障が 重大な 経済的 影響 を もたらす ような 
状況で 使用 される， 材料 加工 処理の ための 機械 又は 機械 群が 挙げ られ る。 

図 1 は， この 規格で 規定され る 電気装置の 各種 要素 を 示す 機械 及び 関連 装置の ブロック 図で ある。 括弧 
内の 番号 は， この 規格の 箇条 番号 を 示す。 安全 防護 物， ソフトウェア 及び 文書 を 含めた すべての 要素が， 
通常， 少なく とも 一つの 管理 制御 レベル を もつ 機械 及び 機械 群 を 構成して いると 理解され る。 

この 規格の 使用に 関する ガイドが， JISB9960-1 の 附属 書 F (参考） に 示されて いる。 
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物理的 環境 (4.4) 



■ 637 参照 



警告 標識， 略号の 識別 （17.) 
技術 文書 （18.) 



監視 制御装置 



電源 ■ 



外 編 受備側 

接地 システム (8.) 



導体 及び ケーブル ■ 
配線 （14.) 
(19. ) 



電源 断路 機器 及び 接地 手段 （5.2) 
予期し ない 起動 防止 (5.3) 

感電 保護 (5.4 及び ■ 
装置の 保護 （7.) 
等お 位 ボンディ ング （8.) 
保護 ボンディ ング 回路 （8.2) 
制御 回路 及び 制御機 能 （9.) 
制御装置 （12.) 
附属 品 （16. ) 



電動機の 
制御装置 



電動機 （15. ) 



データリンク 



プログラマ ブル コン 
トロー ラ （11.) 



操作盤 （10.) 



入出力 インタフェース 



八 



安全 防護 及び 
警報機 器 



機械 ァ クチ ユエ ータ 
及び センサ 



設備 



図 1 高電圧 装置 を もつ 機械の ブロック 図 
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1. 適用 範囲 この 規格 は， 連携して 稼動す る 一群の 機械 を 含み， より 上位の システムに 属する 部分 （例 
えば， システム 間の コミュニケーション） を 除く 電気， 電子 装置 及び 機械 システムに 適用す る。 

この 規格 は， 公称 電源 電圧が 交流 1 000 V 又は 直流 1500 V を 超え， 交流 又は 直流 36 kV 以下で， 200 Hz 
以下の 公称 周波数で 稼動す る， 装置 又は 装置の 部分に 適用す る。 これより 高い 電圧 又は 高い 周波数 を 用い 
る 場合 は， 特別な 要求 事項が 必要と なる。 

この 規格に おいて， "高電圧 装置" と は， 高電圧で 作動す る 装置 全体の 一部 を 構成す る 低 電圧 装置 を も 包 
含す る。 この 規格に おける 要求 事項 は， 別途 規定し ない 限り， 基本的に 高電圧で 作動す る 部分に 適用す る。 
JIS B 9960-1 の 要求 事項 は， この 規格が 引用す る 範囲で 高電圧 装置に も 適用す る。 

備考 1. 高電圧 装置の 部分 を 構成し ない 交流 1 000V 又は 直流 1 500V を 超えない 電圧で 作動す る低電 
圧 装置 は， JISB 9960-1 で 規定して いる。 
2. この 規格に おいて， 用語 "電気 的" は， 電気 的 及び 電子 的 事項の 両方 を 含む。 すなわち， 電 
気 装置 は， 電気装置と 電子 装置の 両方 を 意味す る。 
こ の 規格が 規定す る 電気装置 と 電源 施設 と の 境界 は， 機械の 電気装置への 電源の 接続 点 と す る (5,1 参照)。 
薆考—霪膽^^1レェぁぶ^^^5；晝_^?]^れ纏丄!!卯乂，超ぇゑ霉體設)__に1^がぁ_§.2__ 

HP._ しゅ _£PJ^gtge— — 末- 晝 ぼ^ n^rn^e ぶ _P_ お y.m_e_iit-_(5 ； しで あ る丄 
この 規格 は 用途 規格 （application standard) であり， 技術の 進歩 を 制限 又は 妨げる もので はない。 また， 
電気 的 危険 源 以外の 危険 源から 人 を 保護す るた めに 必要な 他の 規格 又は 規則が 要求す る 事項 （例えば， ガ 
ード， インタ ロック 又は 制御） のす ベて を 取り扱う もので はない。 機械に は， その 種類 ごとに それぞれ 適 
切な 安全性 を 得る ための 固有の 要求 事項が ある。 

備考 3. この 規格で いう， "人" と はすべ ての 個人 をい い， 使用者 又は その 代理者に よって， 機械の 使 
用 及び 保全 を 仕事と して 割 り 当てられ， 教育され た 人 を 含む。 
この 規格 は， 特に 3.26 で 定義され る 機械に 適用で きる 力、 それだけに 限定され ない。 この 規格 を 適用で 
きる 電気装置 を もつ 機械の 例 を 附属 書 A に 示す。 
次の 機械の 電気装置に は， 追加 及び 特別な 要求 事項 を 適用す る 必要 も あり 得る。 
- 屋外 （すなわち， 建物 又は 他の 保護 構造 物の 外） で 使用す る 機械 

- 爆発す る 可能性の ある 材料 （例えば， 塗料 又はお がくず） を 使用， 加工 又は 製造す る 機械 
― 爆発性 及び/又は 可燃性 雰囲気 内で 使用す る 機械 
一 特定の 材料 を 製造 又は 使用す る ときに 特別な リスクが ある 機械 
― 鉱 内で 使用す る 機械 
電気 エネルギー を 作業 （加工） 手段と して 直接 使用す る 電力 回路 は， この 規格で は 規定し ない。 
備考 4. この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， lS(MECGuide21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 
IEC 60204-11:2000, Safety of machinery ― Electrical eauipment of machines ― Part 1 1 : Requirements 
for HV equipment for voltages above 1 000 V a.c. or 1 500 V d.c. and not exceeding 36 kV (MOD) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格のう ちで， 発効 年 又は 発行 年 を 付して ある もの は， 記載の 年の 版 だけが この 規格の 
規定 を 構成す る ものであって， その後の 改正 版' 追 補に は 適用し ない。 

JIS B 9706-1:2001 機械 類の 安全性 一 表示， マーキング 及び 作動 一 第 1 部： 視覚， 聴覚 及び 触覚 シグ 
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ナルの 要求 事項 

D 用-^ IEC 61310-1:1995, Safety of machinery ― Indication, marking and actuation— Part 1: Requirements 
for visual, auditory and tactile signals n ヽ し の 規格 と 一致 している。 
JIS B 9706-3:2001 機械 類の 安全性 一 表示， マーキング 及び 作動— 第 3 部： ァ クチ ユエ 一夕の 配置 及 
び 操作に 対する 要求 事項 

IEC 61310-3:1999, Safety of machinery ― Indication, marking and actuation — Part 3: Requirements 
for the location and operation of actuators i)\ し の 規格 と 一致 している。 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 ； 

fil=3# IEC 60204-1:1997, Safety of machinery ― Electrical equipment of machines ― Part 1: General 
requirements か らの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で あ る'。 
JISC 0364-4-41:1997 建築 電気 設備 第 4 部： 安全 保護 第 41 章： 感電 保護 

備考 IEC 60364-4-41:1992, Electrical installations of buildings -Part 4: Protection for safety -Chapter 
4 1 : Protection against electric shock が, こ の 規格 と 一致 している。 
JIS C 0364-4-42:1999 建築 電気 設備 第 4 部： 安全 保護 第 42 章： 熱の 影響に 対す る 保護 

備考 IEC 60364-4-42:1980, Electrical installations of buildings — Part 4; Protection for safety— Chapter 
42: Protection against thermal effects カ^ こ の 規格 と 一致 している。 
JIS C 0364-5-54:1997 建築 電気 設備 第 5 部： 電気機器の 選定と 施工 第 54 章： 接地 設備 及び 保護 
導体 

爾考 IEC 60364-5-54:1980, Electrical installations of buildings — Part 5: Selection and erection of 
electrical equipment ― Chapter 54: Earthing arrangements and protective conductors 力 \ し の 規格 と 

-一— 致して いる。 

JIS C 0445:1999 文字 数字の 表記に 関する 一般 則 を 含む 機器の 端子 及び 識別 指定され た 電線 端末の 識 
別法 

IEC 60445: 1999, Basic and safety principles for man-machine interlace, marking and identification 

― Identification of equipment terminals and of terminations of certain designated conductors, 

including general rules for an alphanumeric system 力 \ し の 規格 と 一致 している。 
JIS C 0920:1993 電気 機械 器具の 防水 試験 及び 固形物の 侵入に 対する 保護 等級 

備考 IEC 60529:1989， Degrees of protection provided by enclosures (IP Code) からの 引用 事項 は， こ 

の 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
JIS C 4606:1993 屋内 用 高圧 断路 器 

IEC 60129:1984， Alternating current disconnectors and earthing switches 力、 らの 引用 事: 項 は， こ 

の 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
J1SZ 9101:1995 安全 色 及び 安全 標識 

備考 ISO 3864:1984， Safety colours and safety signs からの 引用 事項 は， この 規格の 該当 事項と 同等 

である。 

IEC 60050(191): 1990, International Electrotechnical Vocabulary (IE V) - Chapter 191: Dependability and 
quality of service 

IEC 60050(195): 1998, International Electrotechnical Vocabulary (IE V) - Part 195: Earthing and protection 
against electric shock 

IEC 60050(441): 1984, International Electrotechnical Vocabulary(IE V) ― Chapter 441 : Switchgear, controlgear 
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and fuses 

IEC 60050(826): 1982, International Electrotechnical Vocabulary (IEV) -Chapter 826: Electrical installations 

of buildings 
IEC 60050(826): 1 995， Amendment No.2 

IEC 60071-1 : 1 993 ， Insulation co-ordination ― Part 1 : Definitions, principles and rules 

IEC 60071-2: 1996, Insulation co-ordination ― Part 2: Application guide 

IEC 60076-5; 1976, Power transformers ― Part 5: Ability to withstand short-circuit 

IEC 60298:1990, A.C. metal-enclosed switchgear and controlgear for rated voltages above 1 kV and up to and 
including 52 kV 

IEC 60417 (all parts): 1973, Graphical symbols for use on equipment 

IEC 60466:1987, A.C. insulation-enclosed switchgear and controlgear for rated voltages above 1 kV and up to 
and including 38 kV 

IEC 60621-3:1979, Electrical installations for outdoor sites under heavy conditions (including open-cast mines 

and quarries) — Part 3: General requirements for equipment and ancillaries 
IEC 60694:1996, Common specifications for high-voltage switchgear and controlgear standards 
IEC 60865-1 : 1 993 ， Short-circuit currents ― Calculation of effects 一 Part 1 : Definitions and calculation methods 
IEC 61230: 1 993， Live working ― Portable equipment for earthing or earthing and short-circuiting 
IEC 61243-1:1993, Live working ― Voltage detectors ― Part 1 : Capacitive type to be used for voltages 

exceeding I kV a.c. 

ISO 12100-1:2003, Safety of machinery— Basic concepts, general principles for design — Part 1: Basic 
terminology, methodology 



3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， 次に よる。 

3.1 周囲 温度 （ambient temperature) 装置の 使用 場所の 空気 又は 媒体の 温度 [IEC 60050-(826), 01-04 

参照]。 

3.2 バリア （barrier) 通常 方向からの 接近に よる 直接接触 を 保護す る 部分 [IEC 60050-(826)， 03-13 参 

照，。 

3.3 ケーブル トレ ィ （cabktray) ケーブル を 支持す る もので， 底 部 は 連続して いて ほが あり， ふたが 
ない もの [TEC 60050-(826), 06-07 参照] 。 

備考 ケーブル トレ ィは， 孔の ある もので も， ない もので もよ い。 
3.4 (機械の） 制御 回路 [control circuit (of a machine)] 機械の 運転 制御 及び 電力 回路の 保護の ための 回 

路。 

3.5 制御機 器 （control device) 制御 回路の 中に あって 機械の 運転 制御に 使用され る 機器 （例えば， 位 
置 センサ， 手動 操作 スィッチ， リレー， 電磁 弁)。 

3.6 制御装置 （controlgear) 開閉機 器 並びに これらに 付随す る 制御， 計測， 保護 及び 調整 装置との 組 
合せ， また， 相互 接続， 附属 品， ェン クロージャ 及び 支持 構造 を もった それらの 機器 及び 装置の 組合せに 
対す る 一般的 用語 [IEC 60050-(441) 参照] 。 

3.7 直接接触 （direct contact) 人 又は 家畜と 充電 部との 接触 [1EC 60050-(:195)， 06-03 参照]。 

3.8 ダクト （duct) 導体， ケーブル 及び ブス バー を 保持 又は 保護す るた めに 用いる， 囲われた チヤ ネ 

ル。 
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備考 コ ンジッ ト ，ケーブル ト ランキング システム 及び 床下 チャネル は， ダク トの 一つの 形式で ある。 
3.9 接地 システム （earthing system) 導電 的に 接続した 接地 電極 又は それと 等価な 金属 部分 （例えば， 
塔 脚部， 外装 及び 金属 ケーブル シース） と 接続 導体 及び ボンディング 導体で 構成され る 限定され た シス テ 
ム （図 2 参照)。 

楚考… -?? JP^:M7AH 面-];: 定義が あ^-. 

3.10 電気 設備 区域 (electrical operating area) かぎ 又は 工具 を 用いる ことな く 扉 を 開け 又は バリ ァを 取り 

除く ことによって， 電気 作業員 及び 電気 取扱 者が 出入りで きる ようにした， 警告 標識の ある 電気 設備 室 又 
は 区域。 ' 

備考 電気 作業員： 電気が 引き起こす リスクに 気付き， 危険 源 を 避ける ことができる ように， 電気 取 
扱 者から 適切な 助言と 指示 を 受けた 者 [IEC 60050-(826)， 09-02， 修正] 
電気 取扱 者： 電気に 起因す る リスク を 認識し， 力つ， 危険 源 を 回避す るのに 十分な 教育と 経験 
を も つ 者 [IEC 60050-(826)， 09-02, 修正] ， （JIS B 9960-1, 3.28 及び 3.5.2 も 参照） 。 
3.11 電子 装置 （electronic equipment) 電気装置の 中で， 主として 電子 機器 及び コンポーネント によつ 
て 回路 構成され た 装置。 

3.12 囲いが ある 電気 設備 区域 （enclosed electrical operating area) かぎ 又は 工具 を 用いて 扉 を 開け 又は 

バリア を 取り除く ことによって， 電気 作業員 又は 電気 取扱 者 だけ 出入りで きる ようにした， 警告 標識の あ 
る 電気 設備 室 又は 区域。 

備考 定義 3.10 の 備考 も 参照。 
3.13 ェン クロージャ （enclosure) 外部 要因の 影響に 対する 電気装置の 保護 及び 任意 方向からの 直接 接 
触に 対する 保護 を 目的と する もの （IE V 826-03-12)。 

備考 現行の IEV から 引用した この 定義 は， この 規格の 適用 範囲に 対して は 次の 説明が 必要で ある 
(JIS C 0920 の 3.1 参照） 。 

a) ェン クロージャ は， 危険な 部分への 接近に 対し， 人 や 家畜 を 保護す る。 

b) バリア， 成形 開口部 その他 これらに 類す る もので， 特定の テスト プローブ を 差し込めない 
ように， 又は 差し込みに くくした もの も， それらが ェン クロージャに 取り付けられ ている 
力、 囲われて いる 装置 を 成形して あるかに かかわらず， ェン クロージャの 一部と みなす。 
ただし， かぎ 又は 工具 を 使わないで 外せる 場合 は 除く。 

ェン クロージャに は， 次の もの も 含まれる。 

- 機械に 装着され る 力、， 又は 機械と 分離した キャビネット 又は 箱 
- 機械 構造 内の 閉 空間に よって 構成され る 区画 

3.14 装置 （equipment) 電気 設備の 部分と して 又は それに 関連して 使用され る もので， 材料， 取 付 器具， 

機器， 器具， 取 付 具， 器械な ど を 含む 一般 用語。 

3.15 等 電位 ボンディング （equipotential bonding) 等 電位 を 達成す るよう に 意図した， 導電性 部分 間の 
電気 的 接続 [IEC 60050-(195), 01-10 参照] 。 

3.16 等 電位 ボンディング 導体 （equipotential bonding conductor) /保護 ボンディング 導体 （protective 

bonding conductor) 保護 等 電位 ボンディ ングを 備えた 保護 導体 [1EC 60050-(195)， 02-10 参照]。 

3.17 露出 導電性 部分 （exposed-conductWe-part) 通常 は 充電 部で はなく 触れても よいが， 絶縁 不良が 発 

生した 場合に は， 充電 部と なり 得る 電気装置の 導電性 部分 [IEC60050-(195), 06-10 参照]。 

3.18 外部 導電性 部分 （e ま aneous-coiidiictive-part) 電気 設備の 構成 部分 以外で 電位 を もたらす， 一般的 

に は 局地 接地 電位と なる， 導電性 部分 [IEC60050-(195)， 06-11 参照]。 
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3.19 故障 (failure) 所要の 機能 を 遂行す る 能力が アイテムに なくなる こと。 
備考 1. 故障 後， アイテム は 障害 （不具合） を もつ。 

2. 故障 は 事象であって， 状態 を 意味す る 障害 （不具合） と は 区別され る。 

3. ここに 定義され る 概念 はソ フ トウ エア だけで 構成され る アイテムに は 適用し ない [IEC 
60050-(191)， 04-01 参照]。 

4. 実際に は， 障害 （不具合） 及び 故障と いう 用語 は， しばしば 同義語と して 用いられる。 

3.20 障害 （不具合） （fault) 予防 保全 又は 計画的 若しくは 外部 要因に よる 運転 休止 状態 を 除き， 所要の 機 

能 を 実行で きない アイテムの 状態。 

備考 障害 （不具合） の 多く は， アイテム 自体の 故障の 結果で ある 力、 事前の 故障がなくても 存在す 
る こと "、ある。 

3.21 危険 源 (hazard) 傷害 又は 健康 障害 を 引き起こす 根源 （ISO 12100-1 の 3.5 参照）。 

3.22 間接 接触 （indirect contact) 障害 （不具合） によって 充電 状態と なった 露出 導電性 部分に 人 及び 動 

物が 触れ る 状態 [IEC 60050-(195), 06-04 参照] 。 

3.23 (安全 防護の ための） インタ ロック [interlock (for safeguarding)] 制御 シ ス テム 及び/又は 機械に 供給 
する 電気 エネルギーの 全部 若し く は 一部と ガード 又は 機器と を 関連させる 仕組み。 

3.24 充電 部 (live part) 正常な 使用 状態で 電圧が 印 加 されて いる 導体 及び 導電性 部分。 中性 線 を 含む が， 
通常 は， PEN 導体， PEM 導体 （保護 用 接地 線 兼用 中間 点 導体） 及び PEL 導体 （保護 用 接地 線 兼用 線路 導 
体） は 含まない [1EC 60050-(195), 06-04 参照] 。 

備考 この 概念 は， 必ずしも 感電の リスク を 意味す る もので はない。 
3.25 機械 側 ボンディング 導体 （machine bonding conductor) 機械 側 等 電位 ボンディング を 接地 シス テ 
ム に 接続す る 導体 [IEC 60050-(826), 04-07 参照] 。 

参考 HD 637 では 接地 導体と いう 用語が 使われて いる。 
3.26 機械 類 (機械) [machinery (machine)] 連結され た 部分 又は コ ン ポー ネ ン ト の 組合せで， そのうちの 少 
なくと も 一つ は 適切な 機械 ァ クチ ユエ 一夕， 制御 及び 動力 回路 等 を 備えて 動く ものであって， 特に 材料の 
加工， 処理， 移動， こん 包と いった 用途に 合うよう に 結合され たもの。 

ま た， 機械 類 という 用語 は 全 く 同一の 目 的 を 達成す るた め に 完全な 統一 体 と し て 機能す るよう に 配列 さ 
れ， 制御され る 複数の 機械の 組合せに 対しても 用いる。 

予備部品 又は 工具で な く ， 機械の 機能 を 変更す るた めの 交換 可能な 装置であって， 機械 又は 一連の 異な 
る 機械との 組合せ 用と して， 又は， オペレータ 自身に よる けん （牽） 引 車との 組合せ 用と して 市販され る 
(供給され る） もの。 

3.27 マーキング （marking) 部品 又は 機器の タイプ を 識別す るた めに 製造業 者が 付ける 印 又は 銘柄。 
3.28 中性 線 （neutral conductor) システムの 中性 点と 電気 的に 接続され， 電気 エネルギーの 伝送に 寄与 
している 導体 [IEC60050-(195)， 02-06 参照]。 

3.29 ォ ブス 夕 クル （obstacle) 不用意な 直接接触 を 防止す る ものである 力、 意図的 動作に よる 直接接触 
を 防止す る もので はない もの [IEC 60050-(826)， 03-14 参照]。 

3.30 過 電流 （over current) 定格 値 を 超える 電流。 導体で は， 定格 値と は 許容 電流 値 をい う [IEC 
60050-(826), 05-06 参照] 。 

3.31 (回路の） 過 負荷 [overload (of a circuit)] 回路に おける 電流と 時間の 関数であって， それが 障害の 
な レ 、 回路で そ の 回路の 定格 負荷 を 超えて いる こと。 

備考 過 負荷 を 過 電流の 同義語と して 使用すべき ではない。 
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3.32 プラグ/ソケット （plug/socket combination) プラグ 及び ソケット， ケーブル 力 ブラ， 又は 器具 用 力 
ブラ。 

3.33 電力 回路 （power circuit) 生産に 用いる 装置の 各 単位 及び 制御 用 変圧器に 電力 網から 電力 を 供給す 

るた めの 回路。 

3.34 保護 ボンディング 回路 (protective bonding circuit) 漏電 事故の 際の 感電に 対する 保護に かかわる 
すべての 保區 導体 及び 導電性 部分。 

3.35 保護 導体 （protective conductor) 感電 保護の ために， 次の 部分 を 電気 的に 接続す る 導体 （IEV 
826-04-05, 修正）。 

- 露出 導電性 部分 

一 外部 導電性 部分 

一 主 接地 端子 

3.36 略号 （reference designation) 線 図， 表， チャート 及び 装置 上に 記載され ている 部品 を 識別す る 記 

号。 

3.37 リスク （risk) 危険 状態に おいて 起こり 得る 傷害 又は 健康 障害の 確率 及び 程度の 組合せ （ISO 
12100-1)0 

3.38 安全 作業 手順 （safe working procedure) リスク を 減らす 作業 方法。 

3.39 安全 防護 物 （safeguard) 危険 源に さらされ ている 人 又は 危険が 迫って いる 人 を 保護す る 機能 を も 

つた ガード 又は 保護 機器。 

3.40 安全 防護 （safeguarding) 設計に よって 合理的に 除去し 得ない， 又は 十分に は 制限し 得ない 危険 源 

から， 人 を 保護す るた めの 安全 防護 物 （ガード， 安全装置） と 称される 特定の 技術 手段で 構成され る 安全 
方策。 

3.41 作業 面 （servicing level) 電気装置 を 操作 又は 保全す る 人が， 通常， 立つ 位置。 

3.42 短絡 電流 （short- circuit current) 電気回路 における 障害 （不具合） 又は 誤った 接続に よる 短絡の 結 

果， 発生す る 過 電流 [IEC60050-(441)， 11-07 参照]。 

3.43 供給者 （supplier) 機械に 関連す る 設備 又は 役務 を 提供す る 者 （例えば， 製造業 者， 契約者， 据付 
者， イン テグ レー 夕）。 

備考 使用者 も 自ら 供給者になる ことがある。 
3.44 開閉機 器 （switching device) —つ 以上の 電気回路の 電流 を 入り '切 りする よう に 作られた 機器 [IEC 
60050-(441), 14-01 参照]。 

備考 開閉機 器 は 電流の 入り '切りの いずれ か 又は 両方の 機能 を もつ。 
3.45 端子 （terminal) 外部 回路へ 電気 的 接続 をす るた めに 機器に 設けた 導電性 部分。 
3.46 使用者 （user) 機械 及び それに 関連す る 電気装置 を 使用す る 者。 

4. 一般 要求 事項 

4.1 一般 考慮 事項 この 規格 は， 各種の 機械 及び 連携して 稼動す る 一群の 機械に 使用す る 電気装置に 適 
用す る。 

高電圧 装置の 危険 源に 伴う リスクの 評価 は， 機械の リスク アセスメント に対する 総合的 要求 事項の 一部 
として 行わなければ ならない。 これによ つて， 機械と その 装置の 性能 レベル を 確保しつつ， 危険に さらさ 
れる 人の ために 必要 な 保護 手段 と リスクの 許容 レべ ルが 決定 される。 

危険 源 は， 次の 原因から 引き起こされ 得る 力、 これらに 限定され る もので はない。 
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一 感電 又は 電気 火災 を 引き起こす ような 電気装置の 故障 又は 障害 

― 機械の 機能 不良 を 引き起こす ような 制御 回路 （又は， これらの 回路の 構成 部品 及び 装置） の 故障 
又は 障害 

- 機械の 機能 不良 を 引き起こす ような， 電力 回路の 故障 又は 障害， 並びに 電源の 変動 又は 停止 
一 安全 機能の 故障 を 引き起こす ような， 滑り 又は 転がり 接触に よる 回路の 導通 不良 
一 ^"践 器の 外部 又は 内部で 発生す る 電気 的 妨害 （例えば， 電磁気， 静電気 無線 障害） 
- 蓄積され た エネルギー （電気 的 又は 機械的) 
- 人に とって 健康 上 問題と なる レベルの 騷音 
安全対策 は， 設計 段階で 組み込む ものと， 使用者が 実施すべき ものとの 組合せで ある。 
リスク 低減 は， 第一に 設計 及び 開発 段階で 考慮すべき ことで ある。 これで 十分で ない 場合に は， 安全 防 
護 及び 安全な 作業 手順 を 考慮し なければ ならない。 安全 防護 は， 安全 防護 物の 使用と， 認識 手段 を 含んで 
いる。 

使用者と 供給者との 間で， 高電圧 装置に 関する 基本条件， 及び 使用者の 追加 要求 事項に ついて 適切な 合 
意 を 得る ため， 附属 書 B に 示す 調査 書 を 使用す る こと を 推奨す る。 追加 要求 事項の 目的 は， 次のと おりで 

ある。 

- 機械 (又は 一群の 機械） の 種類 及び 用途に よって 決まる 追加の 安全対策 を 講じる。 

- 保全 及び 修理 を 容易に する。 

一 信頼性と 操作の 容易 性 を 向上す る。 
4.2 電気装置の 選択 電気 的 構成 部品 及び 機器 は， 意図した 用途に 適した もので あり， 関連す る _日_ 本;^ 
霧-導 ま— IEC 規格が あれば， それら に 適合す る も のでなければ な ら ない。 例えば， 工場で 組み立てられ， 
形式 試験され た 高電圧 開閉 装置 を 使用す る 場合， それ は IEC 60298, IEC 60466 及び IEC 60694 によって 
製造， 試験され たものから 選択し なければ ならない。 

#f._.JEC 60298 C0_^|g^^^^^^ 
4.3 電源 

4.3.1 一般 事項 電気装置 は， 次の いずれ かの 電源 条件で， 正しく 動作す るよう 設計し なければ ならない。 
一 4.3.2 に 示す 交流 電源 

- 使用者が 指定す る 交流 又は 直流 電源 （附属 書 B 参照） 
一 機上 搭 発電機の ような 特殊な 電源で， 供給者が 指定す る もの。 
4.3.2 電源 条件 

電圧 定常 電圧 は 公称 電圧の 0.9〜 1.1 倍 

周波数 公称 周波数の 0.99〜1.01 倍 （連続） 又は 0.98〜1.02 倍 （短時間） 

備考 短時間 値 は 使用者が 指定す る ことがある （附属 書 B 参照)。 

高調 波 高調 波 ひずみ は， 第 2 から 第 5 高調 波までの 合計が， 充電 導体 間の 総 実効 値の 10 % を 超 

えない。 さらに 第 6 から 第 30 高調 波までの 合計が， 充電 導体 間の 総 実効 値の 2% まで 許 
容 される。 

電圧 不平 衡 三相 電源の 逆 相 分の 電圧 及び 零 相 分の 電圧 は， いずれも 正 相 分の 2% を 超えない。 

瞬時 停電 電源の 中断 又は ゼロ 電圧 は， 供給 電源の サイクル のどの 時点で も 3ms を 超えない。 次の 

中断までの 間隔 は， 1 秒 を 超える ものと する。 
電圧 降下 電圧 降下 は， 電源の 波高 値の 20% を 超える ものが 1 サイクル を 超えて 生じない。 次の 降 

下までの 間隔 は， 1 秒 を 超える ものと する。 

著作 梅 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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4.3.3 機上 搭載 電源 機上 搭載 発電機の よ う な 特殊な 電源供給 方式で は， 電気装置が 正し く 動作す るよ う 
に 設計され ている 場合に は， 4.3.2 の 値 を 超えても よい。 

4.4 物理的 環境 及び 運転 条件 高電圧 装置 は， JISB 9960-1 の 4.4.2〜4.4.8 に 示す 物理的 環境 及び 運転 条 

件 に お け る 使用 に 適して い な ければ な ら ない。 物理的 環境 又は 運転 条件が こ の 規定 以外の 場合に は ， 供給 
者と 使用者との 間で 合意が 必要になる ことがある （附属 書 B 参照)。 

4.5 輸送 及び 保管 電気装置の 設計 は， 輸送 及び 保管 中の 温度が 一 25〜+ 55 °C， 及び 24 時間 を 超えな 
い 短時間で は +70 °C までの 温度の 影響に 耐える もので あり， これに 対する 保護に 適切な 考慮 を 払った もの 
でなければ ならない。 適切な 対策 を 講じて， 湿度， 振動 及び 衝撃に よる 損傷 を 防止し なければ ならない。 

備考 低温で 損傷 を 受け やすい ものに は， PVC 絶縁 電線が 含まれる。 
4.6 運搬の ための 手段 重く かさばる 電気装置であって， 輸送の ために 機械から 取り外さなければ なら 
ない もの， 又は 機械から 独立して いるもの は， クレーン 又は 類似 設備で 取り扱える ように， 適切な 手段 を 
備えなければ ならない （14.5 参照)。 

4.7 据 付け 電気装置の 据 付け は， 供給者の 指示 書に 従って 行わなければ ならない。 人間工学 原則 を考 
慮す る ことが 望ましい。 

5. 入力 電源 導体 接続， 電源 断路 用 及び 開 路用 機器， 並びに 接地 手段 

5.1 入力 電源 導体 接続 入力 電源 接続 用の すべての 端子 は， JIS C 0445 に 従い 明確に 識別し なければ な 
ら ない。 

5.2 電源 断路 機器 及び 接地 手段 

5.2.1 一般 事項 電源 断路 機器 は， 次の 場合に 設置し なければ ならない。 
—機械の 各 入力 電源に 対して 

- 1 台 又は 複数 台の 機械に 給電す る， 導体 ワイヤ， 導体 バー， スリップ リング 機構， 可とう ケープ 

ノレ システム [リール 巻き， カーテン （懸架） 方式] を 使う フィーダ システムへの 電源に 対して 
一 各 機上 搭載 電源に 対して 
電源 断路 機器 は， 機械の 電気装置 を， 必要な とき （例えば， 電気装置 を 含む 機械に ついて 作業 をす ると 
き） に 電源から 断路 (分離） しなければ ならない。 

複数の 電源 断路 機器 を 備えて いる 場合で， 機械 又は 加工 中の ワークに 危険な 状態 や 損傷が 起きる おそれ 
が あるとき は， それら 電源 断路 機器が 正し く 動作す るた めの 保護 ィ ン タロック を 設けなければ ならない。 

各 入力 高電圧 電源に は， それら 電源 断路 機器 を 接地 システムに 接続す る ことによって， すべての 充電 導 
体 を 接地 及び 短絡させる 手段 を 設けなければ ならない （例えば， 高電圧 装置に ついて 作業す る ときの ため 
に)。 

5.2.2 種類 電源 断路 機器 は， 次の いずれ かとする。 

a) 開閉器 式 断路 器 （ヒューズ 付き 又はな し） 

b) 関連 開閉機 器が 負荷 回路 を 開 く まで 動作し ない こと を 保証す るよ うに インタ ロッ ク された 断路 機器 

c) 移動 機械に 給電す る 可とう ケーブル [例えば， リール 巻き， カーテン (懸架) 式] のた めの プラグ/ ソケッ 
ト 又は 器具 用 力 ブラ （3.32 参照） で， 次の 条件 を 満たす もの。 

― 容霉 ゅ_ な _ヒ プラグ ハ ノケッ ト 又は 器具 用 力 ブラ は， 負荷が かかって いる 状態で 接統 又は 断路 
する ことができて はならない。 充電 電流の 影 ，を 考慮し なければ ならない。 

- プラグ/ ソケッ ト 又は 器具 用 力 ブラ は， 入力 電源に 接続され る 部品 力、 囲いが ある 電気 設備 区域 
内に 位置す る ときには， 少なくとも IP2XH 又は IPXXBH で 保護され るよう に， また 囲いが あ 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載:. バま禁 .11: されて おります。 



11 

B 9960-11 ： 2004 



る 電気 設備 区域 外に 位置す る ときには， 少なくとも IP4XH 又は IPXXDH で 保護され る ように 
接続し なければ ならない。 

接地 開閉器 を 使用す る 場合に は， JISC 4606 によらなければ ならない。 電源 断路 機器 及び 関連 接地 開閉 
器 は， 機能 ュニ ットと して 結合す る こ と を 推奨す る （IEC 60298 の 3.104 参照）。 IEC 60298 又は IEC 60466 

による 関連 断路 機器 と 組み合わせ られ ない とき は， 次に 示す ィ ン タロック を 設けな ければ な ら ない。 
- 接地 開閉器の 開閉 は， 断路 機器が 開の 位置に あるとき だけ 可能で あり， かつ， 
一 断路 機器の 開閉 は， 接地 開閉器が 開の 位置に あるとき だけ 可能で ある。 

参- 考… ゆ? え^れ 当 患さ丄 丄 4 さ」； II 等- 室お あ 

5.2.3 要求 事項 

5.2.3.1 断路 機器 電源 断路 機器が 5.2.2 a) 又は 5.2.2 b) に 規定され た 種類で あるとき は， 次の 要求 事項の 
すべて を 満た さ な ければ な ら ない。 

一 高電圧 電源から 電気装置 を 分離で き， オフ (断路) 及び オン 位置 を 各 一つ だけ もち， それぞれ "〇" 

及び "I " (記号 IEC 60417-5008 及び IEC 60417-5007, JIS B 9960-1, 10.2.2 参照） と 明示 し ， 操作 

方向 は JISB 9706-3 による。 
一 オフ 位置で は， 全 接点の 断路 状況が 目視 できる か， 又は 全 接点が 完全に 開路 され， 適切な 絶緣距 

離が 確保 される まで オフ (断路) 表示 をし なレ ^ 位置 表示 器 を もつ。 
- オフ （断路) 位置で ロックで きる 手段 （例えば， 南京錠） を 備えて いる。 ロックされ ている 場合 

は， 手元 閉路と ともに 遠隔操作 による 閉路 も 防止で きる。 
一 電力 回路の すべての 充電 導体 を 断路で きる。 

- 最大の 電動機の 拘束 電流と その他の すべての 電動機 及び/又は 電動機 以外の 負荷の 通常 動作 電流 
との 総和の 電流 を 遮断で きる 容量 を もつ。 
なお， これによ つて 算出した 遮断 容量 は， 証明で きる 換算 係数に よって 減じても よい。 
外部 操作 手段 （例えば， ハンドル） を もつ 場合に は， ハンドルの 色 は 黒 か 灰色と する ことが 望ましい。 
ただし， 非常 停止 用 機器 は 除く （JISB 9960-1 の 10.7 参照)。 

5.2.3.2 接地 及び 短絡 手段 接地 手段 は 電源の 固有 短絡 電流に 耐えられる もので なければ ならない。 接地 
開閉器 を 使用す る 場合 は， 次の 事項 を 備えて いなければ ならない。 
一 信頼で きる 位置 表示 器 を もつ。 

- 接地 機能の ための 外部 ハン ドル を もつ （これ は ハン ドルで あると 同時に 断路 機器の 操作に も 用い 

る。）。 

一 すべての 充電 導体 を 接地 システムへ 接地 及び 短絡させる。 

一 オン 位置 及び， 必要な 場合 オフ 位置へ 口 ック する 手段 を 備えて いなければ ならない。 口 ックは 南 
京 錠に よる ことが 望ましい (附属 書 B ，設問 16 参照)。 
関連す る 回路 遮断器 を 短絡 及び 接地に 用い， 閉路 （短絡 又は 接地） 位置に ロック するとき は， 遠隔 開路 
はもち ろん， 現場での 開路も 防止し なければ ならない。 

5.2.4 操作 八ン ドル 電源 断路 機器 及び 接地 開閉器の ハンドル は， 容易に 接近で きる 作業 面から 0.6〜 
1.9 m の 間の 位置に 設けな ければ な ら ない。 

5.3 予期し ない 起動 を 防止す る開路 機器 予期し ない 起動 を 防止す る 開 路^ S§ を 備えなければ ならない 
(例えば， 保全 作業 中に 機械が 起動す る 危険 源が ある 場合)。 5.2.2 に 示す 機器 はこの 機能 を 十分に 満足で 
きる。 断路 器， 引抜き 可能な ヒューズ リンク 又は 引抜き 形 リンク もまた， 囲いが ある 電気 設備 区域 内に 設 
置され ている 場合 だけ， この 目的に 使用で きる (3.12 參 照)。 
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これらの 機器 は， 意図す る 用途に 適し， 使いやすく， 適切に 配置され， 容易に 識別で きなければ ならな 
い （例えば， 必要な 場合， 恒久的 表示に よる）。 

不注意 及び/又は 間違いに よる 断路 機器の 投入 を 防ぐ ための 手段 を 備えなければ ならない （5.5 参照)。 
5.2.2 による 電源 断路 機器 以外の 手段 （例えば， 制御 回路に よって 開路 する 電磁 接触 器 又は 回路 遮断器） 
を 用いる 場合， その 手段 を 用いて 電源を切る こと は 次の 場合に 限る。 
― 機械 を 大幅に 分解し ない 場合 
一 比較的 短時間で 済む 調整 

一 電気装置の 高電圧 部分 又は その 近くで 行われる 作業がない。 
5.4 高電圧 装置の 断路 機器 及び 接地 手段 高電圧 装置 を 断路す る 機器 及び 接地す る 手段 は， 感電 又は や 

けど （火傷） の リスクな しに 作業で きる こと を 確実に 満たす ように 備え付けなければ ならない。 

電源 断路 機器と， 関連 回路の 接地 手段 （5.2 参照） を， ともに 用いる ことによって， これらの 機能 を 満足 
してよ い。 ただし， 機械の 電気装置 を 構成す る 個々 の 高電圧 部品で 作業す る 場合， 又は 共通 導体 バー 並び 
に 導体 ワイヤ システムから 給電され る 複数の 機械の 一台で 作業す る 必要が ある 場合に は， 断路 及び 接地 を 
必要と する 各部 分に， 又は 機械 ごとに 断路 機器 及び 接地 手段 を 備えなければ ならない。 高圧 コンデンサが 
電気装置の 一部と して ある 場合 は， 放電 手段 を 備えなければ ならない。 

5.2 による 機器 は これらの 機能 を 満足す るた めに 用いて よい。 断路 器， 引抜き 可能な ヒューズ リ ンク 又は 
引抜き 形リ ンク のよう な 他の 開路 手段 は， 囲いが ある 電気 設備 区域 内に おいて だけ， 接地 手段と ともに こ 
の 目的の ために 用いる ことができる。 このような 断路 機器 及び 接地 手段 は， 次の 事項 を 満足し なければ な 
ら ない。 

一 目的と する 用途に 適し， 使いやすい。 
一 適切な 位置に ある。 

一 電気装置の 高電圧 部品 又は 高電圧 回路の ど こ に 使用 されて いる か を 容易 に 識別で き る （例えば， 

必要な 場合， 恒久 表示に よる。）。 
― 禁止され ている 投入， 不注意に よる 投入 及び/又は 誤った 断路 機器の 閉路 及び 接地 手段の 開 路を防 
止す る 適切な 手段 を 備える （5.5 を參 照）。 
高圧 変圧器 又は 高圧 コンデンサの ような 電気装置 は， 関連 開閉 装置の ごく 近く に 位置す る 場合 を 除いて， 
その 電気装置に 近接す る 付加 的な 接地 及び 短絡 手段 を 備えなければ ならない。 

薆考… S 壁 霪 翻輕ニ ，^あ ^：! 含 あ. が 竭室ぜ *5丄 國 

5.5 禁止され ている 投入， 不注意に よる 投入 及び/又は 誤 投入に 対する 保護 5.3 及び 5.4 で 規定され る 断 
路 機器 及び 接地 手段で， 禁止され ている 投入， 不注意に よる 投入 及び/又は 誤 投入に 対する 保護の ため， ォ 
フ 位置， 断路 状態 又は 接地 状態に ロックす る 手段 （例えば 南京錠） を 装備で きる ものに は， これ を 備えな 
ければ ならない。 囲いが ある 電気 設備 区域 内に ある ロック 不可能な 手段の 場合に は， 投入 を 防ぐ 他の 保護 
手段 （例えば， 警告 ラベル） を 用いても よい。 

5.2.2 c) に 従って 用いる 機器 （例えば， プラグ/ソケット） 及び/又は， 接地 手段が 作業 者の すぐ 近くに 取 
り 付けられ ている 場合に は， オフ 位置に ロックす る 手段 を 備える 必要 はない。 

6. 感電 保護 

6.1 —般 事項 電気装置の 高電圧 部分に は， 次に よる 感電から 人 を 保護す る 対策 を 備えなければ ならな 
い。 

― 直接接触 
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― 間接 接触 

この 保護の ために 推奨す る 手段 を 6.2 及び 6.3 に 示す が， これら は， J1S C 0364-4-41 から 引用した もの 

である。 

き- 考… えれ 進 義手 M 々？莠 M 昀で全 ヒ場食 は にぉ^り ぉ丄こ 他^^ 
6.2 直接接触 に対する 保護 充電 部， 機能 性 絶縁 だけ を 備えた 部分 及び 溝 在 的な 危険性 を もっと 考えら 
れる 部分 （HD 637 の 7.1.1 に， そのような 部分の 例示が ある） との 直接接触 に対する 保護 は， 次に よらな 
ければ ならない。 

a) 囲いが ある 電気 設備 区域 外の 設備 直接接触 に対する 保護 は， 少なくとも IPXXDH (JISC 0920 を 参 

照） の 保護 等級 を もつ ェン クロージャに よらなければ ならない。 

b) 囲いが ある 電気 設備 区域 内の 設備 直接接触 に対する 保護 は， 少なくとも IPXXAH (J1SC0920 を 参 

照） の 保護 等級 を もつ ェン クロージャ， 扉， 網目 格子 又は バリアに よらなければ ならない。 

薆考 — — a— — 遞 jim^x^h ァタ オ^^— 充靂經 え ■ 閬里 離^:? _^ni>-^7 タ^^^ |室 さゆ^ 

電気装置の 高電圧 部分への 接近 は， かぎ 又は 工具の 使用に よって だけ 可能で あるよう にしなければ なら 
ない。 

備考 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリ ッ プリ ング 機構に 対する 保護 手段に ついては 13.8.1 を 参照。 
6.3 間接 接触に 対する 保護 

6.3.1 一般 事項 間接 接触に 対する 保護 は， 充電 部 と 露出 導電性 部分 間 と で 絶縁 破壊が 発生 し た 場合の 危 
険な 状態 を 防止す る ことが 目的で ある。 

電気装置の 各 高電圧 回路 又は 高電圧 部品に 対し， 6.3.2 から 6.3.3 に 適合す る 手段のう ち， 少なく とも 一 
つ を 採用し なければ ならない。 

間接 接触に 対する 保護 は， 次に よって 実施で きる。 

― 故障 継続 時間 を 限定し ない 場合， 許容 接触 電圧 を 超える 接触 電圧の 発生 を 防ぐ， 又は 
一 それよ り 高い 接触 電圧の 場合 は， その 電圧で 許容され る 故障 時間 内での 電源 自動 断路に よる。 
これらの 手段 は， 次の 協調 を 必要と する。 
― 電源供給 方式と 接地 システムの 協調 

一 保護 ボンディング 回路の 異なる 要素 間の インピーダンス 値の 協調 
一 絶縁 破壊の 検出に 使用す る 保護 機器 間の 特性の 協調 
6.3.2 継続 時間が 限定され ない 故障 状態に おける 危険な 接触 電圧の 発生 を 防止す る 手段 故障の 継続 時 

間が 限定され ない 故障 状態に おける 危険な 接触 電圧の 発生 を 防止す る 手段に ついては， 次に よる。 

中性 点 非 接地 方式 又は 中性 点 高 抵抗 接地 方式 を 採用す る こと を 推奨す る。 地 絡 検出 機器 は， 地 絡が 検出 

さ れた と き に 警報し 始め るよう にしな ければ な ら ない。 

備考 中性 点 非 接地 方式に は， 単相の よう な 中性 点の ない 方式， デルタ 接続 方式 及び 直流 方式 を 含む。 
薆1—迎.^?-^3丄_に電き纖友^^び塑迤友^^選：^ヌ^ま社^2ヒ^1^^逸乞_-ぉ5_^^_^ヌ： 

^適 渔^ ち る^- 

6.3.3 継続 時間が 限定され る 故障 状態に おける 電源 自動 断路に よる 保護 故障の 継続 時間が 限定され る 
故障 状態に お ける 絶縁 破壊の 発生に よ つて 影響 を 受け る すべての 電力 回路への 電源の 自動 断路 は， 継続 時 
間が 限定され ない 故障 状態に おける， 許容 接触 電圧 を 超える 接触 電圧に 起因す る 危険な 状態 を 防止す る こ 
とが 目的で ある。 
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この 保護 手段 は， 次の 二つの 方法から なる。 
一 露出 導電性 部分の 保護 ボンディング 回路への 接続 （8. 参照)， 及び 
一 次の いずれ か 

a) 中性 点 低 抵抗 接地 方式 又は 中性 点 直接 接地 方式に おける 絶縁 破壊 発生 時に， 電源 を 自動的に 
断路す る 機器の 使用， 又は 

b) 中性 点 非 接地 方式 又は 中性 点 高 抵抗 接地 方式に おける 地 絡 発生 時に， 電源 を 自動的 断路に 導 
く 地 絡 検出器の 使用 

機器の 選定と 設定 (setting) は， 絶縁 破壊に 起因す る 接触 電圧が 危険になる 前に， 電源の 自動 断路が 確実に 
実行され る よ う に 行わなければ な ら ない。 

6.3.4 移動 機械に 対する 保護 6,3.2 及び 6.3.3 に 示した 手段 は， 次の 事項 を 考慮して 選定し なければ なら 
ない。 

- 供給 電源 電圧 

- 電源 ケーブルの 長さ 

- 給電 点へ 接続され た 機械の 数 

― 電源 ケーブルの 種類 

- 接地 方式 

一 中性 点 低 抵抗 接地 方式に おける 地 絡 電流の 値 
電源供給 方式に よる 一般的な 制限に は， 次の ものが ある。 

一 中性 点 直接 接地 方式 は， 一般的に 2kV 未満の 供給 電圧に 対して 適用され る。 自動 断路 は 常に 要求 
される。 

- 中性 点 低 抵抗 接地 方式 は， 供給 電圧が 36kV 以下で， ケーブル 長が 4km 以下に 対して 適用して よ 

い。 自動 断路 は， 通常 必要で ある。 
- 中性 点 非 接地 方式 又は 中性 点 高 抵抗 接地 方式 は， 供給 電圧が 36 kV 以下で， ケーブル 長が 8 km 以 

下 （この 長さ は 電源に 接続され たす ベての ケーブルの 静電容量に 依存す る） に対して 適用で きる。 

自動 断路 は， 通常 必要で ない。 

7. 高電圧 装置の 保護 

7.1 一般 事項 7. は， 次の 影響から 電気装置の 高電圧 部分 を 保護す るた めの 手段 を 規定す る。 
― 過 電流 （7.2) 
- 地 絡 （7.3) 

一 雷 サージ 及び 開閉 サージに よる 過 電圧 （7.4) 
- 他の 異常な 状態 （7.5) 
JIS B 9960-1 は， 次の^ 響から 装置 を 保護す るた めに 講じる 手段 を 規定して いる。 
一 電動機の 過 負荷 電流 （JIS B 9960-1 の 7.3 を 参照） 
一 停電 又は 電圧 低下 （JISB 9960-1 の 7.5 を 参照） 
- 機械 群 及び 機械 要素の 過 速度 (JIS B 9960-1 の 7.6 を 参照） 
- 正 しくな レ 4 目 順 （JIS B 9960-1 の 7.8 を 参照） 
7.2 過 電流 保護 

7.2.1 一般 事項 過 電流 保護 は， 機械の 回路の 電流が， 構成 部品の 定格 又は 導体の 許容 電流 容量の いずれ 
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か 小さい 方の 値 を 超える 場合に は， 設けなければ ならない。 使用す る 定格 又は 設定に 関して は 7.2.6 に 規定 

する。 

7.2.2 電源 導体 高電圧 装置の 供給者 は， 使用者の 指定がない 限り， 高電圧 装置への 電源 導体の ための 過 
電流 保護 機器 を 提供す る 必要 はない。 

高電圧 装置の 供給者 は， この 過 電流 保護 機器の 進定に 必要な データ を， 据付 接続 図に 示さなければ なら 
ない （7.2.6 及び JISB 9960-1 の 18.5 を 参照。 また， 附属 書 B, 設問 15 を 参照）。 

7.2.3 電力 回路 各 充電 導体に は， 1.2.6 に 従って 選定した 過 電流 を 検出す る 機器 及び 遮断す る 機器 を設 

けなければ ならない。 

7.2.4 変圧器 変圧器 は， 過 電流に 対し， IEC 60076-5 に 従って 保護し なければ ならない。 その W ，度 は， 

次の 事項 を 満足し なければ ならない （7.2.6 参照）。 

一 変圧器の 励磁 突入 電流に よる 不要な トリップ を 避ける。 

一 二次 側 端子 間 を 短絡した とき， 巻 線 温度 は 変圧器の 絶緣の 種類に よって 許容され る 値 を 超えない。 
過 電流 保護 機器の 種類 及び 設定 値 は， 変圧器の 供給者の 推奨に 従う ことが 望ましい。 
他の 異常な 状態に 対する 保護の 手段に ついては， 7.5 を 参照。 
7.2.5 過 電流 保護 機器 定格 短絡 遮断 容量 は， 過 電流 保護 機器の 設置 点で 想定され る 短絡 電流 以上で な け 
れ ばなら ない。 過 電流 保護 機器に 流れる 短絡 電流 は， 電源 以外から （例えば， 電動機から， 力 率 改善 用コ 
ンデン ザから） 流れ込む 電流 を 考慮 しな けれ ばな ら ない。 
電力 回路の 過 電流 保護 機器に は， ヒューズ 及び 回路 遮断器 を 含む。 

7.2.6 過 電流 保護 機器の 定格と 設定 ヒューズの 定格 電流， 又は その他の 過 電流 保護 機器の 設定 値 は， で 

きる 限り 小さい 値と する。 ただし， 予期され る 過 電流 （例えば， 電動機の 起動 電流 又は 変圧器の 突入 電流） 
に は， 十分 耐える 容量で なければ ならない。 これらの 保護 機器 を 選定 するとき， 制御 開閉器の 過 電流に よ 
る 損傷 （例えば， 制御 開閉機 器の 接点 溶 着） も 保護す る こと を 考慮す る ことが 望ましい。 

過 電流 保護 機器の 定格 電流 又は 設定 値 は， 13.4 に 示す 保護され る 導体の 許容 電流 値に よって 決定す る。 
保護すべき 回路 と 他の 電気機器 と の 協調 をと る 必要性 も 考慮す る ことが 望ましい。 これら は， 機器の 供給 
者の 推奨に 従う とよい。 1 

7.3 地 絡 保護 過 電流 保護 機器の 設定より 低い 値の 地 絡 電流に よって， 電気装置に 許容で きない 損^が 
生じる とき は， 地 絡 保護 を 次の よう に 対策し なければ ならない。 

使用す る 高電圧 電源供給 方式 （例えば， 中性 点 非 接地 方式， 中性 点 直接 接地 方式） に 適した 地 絡 監視 シ 
ス テム を 備えなければ ならない。 与えられた 電流 • 時間 特性の 値 を 地 絡が 超える と き， 電気装置 又は 電気 
装置の 適切な 部分 を開路 し な ければ な ら ない。 

地 絡 保護 機器の 設定 は できるだけ 低く， かつ， 電気装置の 適切な 運転と 矛盾し ないように しなければ な 
ら ない。 

使用者に よる 指定がない 限り， 高電圧 装置の 供給者に は， 高電圧 電源 導体 用の 地 絡 保護 機器 は 提供す る 
責任 はない。 高電圧 装置の 供給者 は， 据付 接続 図に 地 絡 保護 機器の 選定に 必要な データ を 記述し なければ 
ならない （7.2.6 及び JIS B 9960-1 の 18.5 並びに 附属 書 B を 参照）。 

7.4 雷 サージ 及び 開閉 サージに よる 過 電圧に 対する 保護 雷 サージ 又は 開閉 サージに よる 過 電圧に 対し 
て， 保護 機器 を 設けても よい。 «講ぉ獰拦1 し經 おも… 乙ヒ丕 えしせ-二 ど 2： ズ乂 ニ^^^^ ある L 

開閉 サージに よる 過 電圧 を 抑制す る 機器 は， そのような 保護 を 必要と する すべての 電気装置の 高圧 端子 
間 に 接続 し な ければ な ら ない。 



著作^法に 1 1 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ま す。 
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7.5 他の 異常な 状態に 対する 保護 異常 温度， 異常 圧力 及び 漏え い （洩） などに 対する 保護 は， 危険 状 

況の 発生 を 防止す るた めに 必要で あれば， 変圧器， リア クタ 及び 開閉機 器の ような 液体 充てん （填） 形 高 
電圧 装置に は 設けなければ ならない。 

参- 考…. 迎^ 7_.Q.7A に- 1_ 連 遮^ あ 

8. 等 電位 ボンディング 

8.1 一般 事項 8. は， 次の 等 電位 ボンディング に対する 要求 事項 を 規定す る。 
一 電気装置の 露出 導電性 部分 
一 機械の 外部 導電性 部分 
- 接地 システム 

さらに， 間接 接触に 対する 保^ を 確実に する ために 必要な 補助 等 電位 ボンディング （8.2.7 を 参照） に 対 
する 要求 事項 も 規定す る。 図 2 はこの 概念 を 示す。 

ヒェ き^ §_ J 墜晝 H ま 
8.2 保護 ボンディング 回路 

8.2.1 —般 事項 保護 ボンディング 回路 は 次の もので 構成す る （図 2 参照）。 
― 機械 側 ボンディング 導体 

- 機械の 電気装置の 保護 導体 （その 回路の 部品で あるし ゆう 動 接点 を 含む） 

一 電気装置の 構造 部分 及び 機械の 構造 部分に 接続され た 等 電位 ボンディング 導体 （機械 側 等 電位 ボ 
ンデ イング)。 

搭載 電源 を 備えた 移動 機械に おいて は， 感電から 保護す るた めに， 保護 ボンディング 回路， 露出 導電性 
部分 及び 外部 導電性 部分 は， すべて を 保護 ボンディング 端子へ 接続し なければ ならない。 外部 入力 電源に 
も 接続で きる 移動 機械に おいても， 保護 ボンディ ング 端子 を 外部 保護 導体への 接続 点と しなければ ならな 
い。 

備考 電気 エネルギーの 供給源が， 据置 形， 移動 形 又は 可動 形の 機械 類 内に 装備され ている とき， 及 
び 接続され た 外部 電源がない （例えば， 搭載 バッ テリ 充電器が 接続され ていない。） とき は， 電 
気 装置 を 外部 保護 導体へ 接続 する 必要 はない。 
高電圧 装置 及び 低 電圧 装置の 相互 接続され た 保護 ボンディ ング 回路の すべての 部分 は， 保護 ボンディ ン 
グ 回路の すべての 部分に 流れる 地 絡 電流に よって 生じ る 最大の 熱 及び 最大の 機械的 応力に 耐えられる よ う 
に 設計し なければ ならない。 

参 煮… ^や-悪 求 臺1き 避 I さ-せ- 5 友 き ffl は ゆ? ^允 4J^^ 
機械の 構造 物 は， 保護 ボンディ ング 回路へ 個別に 接続し なければ ならない。 

電気装置 又は 機械の いかなる 構造 物 も， JISC 0364-5-54 の 要求 事項 を 満足す る 場合 は， 保護 ボンディ ン 
グ 回路の-一部 として 用いて よい。 



著作. 衡 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は V： II： さ れて お り ま す。 



17 

B 9960-11 ： 2004 



ビル ディ ングの 
鉄骨 構造 



補助 等 電位 ボンディング 
導体 （要求 あるとき） 



4 



機械 側 

ボンディング 導体 
(3.25) < 

又は 

機械 設備 側 及び 外部 
設備 側 間の 接続 物 
[機械 側ボ 
導体 (3.25)] 



等 電位 ポ 
導体 （3.16) 







機械 

































機械 側 等 電位 
ボ： 




外部 設備 接地 

システム （3.9) 



接地 電極 

備考 1. 機械の 電気装置の 保護 導体 は 示して いない （J1SB 9960-1, 図 3 を 参照) 

2. 括弧 内の 番号 は， この 規格の 箇条 番号 を 示す。 



図 2 機械の 電気装置の ための 等 電位 ボンディングの 例 （3.15 参照） 



^撃 SIS* 鎏 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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8.2.2 保護 導体 保護 導体 は， 14.2 に 従い 識別し なければ ならない。 

保護 導体に は 銅 導体 を 用いる ことが 望ましい。 銅 以外の 導体 材料 を 用いる 場合 は， 単位 長さ 当た り の電 
気 抵抗が 銅 導体の 場合の 許容 電気抵抗 を 超えて はな ら ない。 導体 材料 は 腐食の 影響 を 考慮して 選定 し なけ 
れ ばなら ない。 

裸 保護 導体の 断面 積 S は， 少なくとも， 表 1 に 与えられ たもので なければ ならない。 

き考…^ゃ.^ ぅ鍾 *Mll^^r 鄧 Ml 簿渔^ ^え 仝: ^^構 變 摸き がし， 趙揍塑 せ 15墜 に 士梦: ^な 

い 場合の 裸 導体の 断面 積 S について は， HD 637 の 9.2 に 規定が ある。 



表 1 裸 保護 導体の 断面 積 



要求 事項 


S (mm 2 ) 


機械的な 強さ 


《誦 - 16mm 2 (銅に 対して） 

= 35 mm 2 (アルミニウム に対して） 
= 50mm 2 (めっきした 鋼に 対して） 


連続 地 絡 電流に よる 熱 応力 f E < 100 A 


連続 地 絡 電流に よる 熱 応力 I E > 100 A 


s = ぶ關 (4/ loo) 2 


5 秒までの 短時間 地 絡 電流に よる 熱 応力 


附属 書 C 参照 


備考 機械的 強さに 対する 又 lin は， JISC0364-4-42 の 表 42A に 従う 80 °C の 最高 表面 温度に 基づき， 裸 導体への 
1 00 A までの 連続 地 絡 電流 に 対しても 十分で ある。 



8.2.3 保護 ボンディング 回路の 導通 性 電気装置 及び 機械の すべての 露出 導電性 部分 は， 保 I ボンディ ン 
グ 回路に 接続し なければ ならない。 ある 部品が なんらかの 理由で 取り除かれる （例えば， 定期 保全 作業） 
場合に， 残りの 部品の 保護 ボンディ ング 回路が 中断され て はならない。 

ボンディング 接続 部 は， それらの 電流 容量 力 《機械的， 化学的 又は 電気化学 的な 影響に よって 低下し ない 
よ う に 設計し なければ ならない。 ェン クロージャ 及び 導体が アルミニウム 又は アルミニウム 合金の 場合に 
は， 電 食の 問題に 特別な 考慮 を 払う ことが 望ましい。 

可とう 性で あるか 剛性で あるか を 問わず， 金属 ダク ト 及び 金属 ケーブル シース は 保護 導体と して 用いて 
はならない。 ただし， すべての 接続 ケーブルの 金属 ダクト 及び 金属 シース （例えば， ケーブル シース， 鉛 
シース） は， すべて 保護 ボンディング 回路に 接続し なければ ならない。 

機器 （例えば オペレータ イン タフ ヱース 機器） が 取り付けられ ている 扉， ふた 又は ふた 板 は， 保護 導体 
によつ て 保護 ボ ン ディン グ 回路に 接続 し な ければ な ら ない。 

機械 （例えば， 移動 機械） から 接地 システム （機械 側 ボンディング 導体) へ 可とう ケーブルで 接続す る 
場合 は， 保護 導体の 導通 性 を ケーブルの 適切な 設計 （13.7 参照） によって 保証し なければ ならない。 ケー 
ブル 及び 機械 側 ボンディング 導体が 損傷 を 受ける 可能性が ある 場合 （例えば， 地面に けん （牽） 引され る 
トレー リング ケーブル） は， 保護 ボンディング 回路の 導通 性 を 監視し なければ ならない （附属 書 B の 設問 
13 参照）。 次の 場合に は， 機械の 電気装置 又は 機械の 関連 部分への 高電圧 電源 は， スィッチ オフされ なけ 
れ ばなら ない。 

一 保護 ボンディング 回路の 導通 性 喪失が 検出され たと き 
一 監視 手段の 故障が 生じた とき 
導体 ワイヤ， 導体 パー 及び ス リ ッ プリ ン グ 機構 を 使用す る 保護 ボ ン ディ ン グ 回路の 導通 性に 関する 要求 
事項に ついては， 13.8.2 を 参照す る。 

8.2.4 保護 ボンディング 回路からの 開閉機 器の 排除 保護 ボンディング 回路に は， 開閉機 器， 過 電流 保護 

機器 （例えば， 開閉器， ヒューズ） 又は そのような 機器の ための 電流 検出 手段 を 組み込んで はならない。 



著作権法 により 無断での 广" マ, 転載 等 は 禁止され ております。 
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備考 保護 ボンディング 回路 を 中断し ない 機器， あらゆる 状況 下で 保護 ボンディング 回路の すべての 
部分に おける 危険な 電圧 上昇 を 確実に 防止す る 電気 的 特性 を もつ 機器， 及び 保護 ボンディ ング 
回路の 運用 性能 を 損なわない 機器 を 組み込む こと は 許される。 
8.2.5 保護 ボンディング 回路の 開路 引離し 式 集 電子 又は プラグ/ ソケッ トで 保護 ボンディング 回路の 途 
中 を 切り離す 場合 は， 充電 導体が 切り離される 前に 保護 ボンディ ング 回路が 切り離されて はならない。 ま 
た， 充電 導体が 接続され る 前に 保護 ボンディング 回路が 接続され なければ ならない。 この こと は， 取 外し 
可能 又は 引抜き 可能な プラグ イン ユニット にも 適用す る （14.4 参照）。 

プラグ/ ソケッ トの 金属 ハウジング は， 保護 ボンディング 回路へ 接続し なければ ならない。 
8.2.6 保護 ボンディング 回路の 接続 点 すべての 保護 導体 は， 14 丄 1 に 従って 接続し なければ ならない。 
保護 導体 接続 点に その他の 機能 を もたせて はならない。 例えば， 器具 又は 部品 を 機械的に 取り付ける ため， 
又は 接続す るた め に 保護 導体 接続 点 を 用いて はならない。 

次の 保護 導体 接続 点 は， 図 記号 ffiC-604r7-5019 を 用いて 識別し なければ ならない。 



- 機械の 電気装置 内の 保護 導体 （_4 お. お.?.?^ 参照） 

一 機械 上の 等 電位 ボンディング 導体 （図 2 参照） 

― 機械 ボンディ ング 導体 （図 2 参照） 
8.2.7 補助 等 電位 ボンディ ング 導体 補助 等 電位 ボンディ ング 導体 は， 建物の 鉄骨 構造が 機械に 極めて 接 
近 （例えば， 2.5 m 未満） している ときに， この 鉄骨 構造へ 機械の 保護 ボンディング 回路 を 接続す るた め 
に 用いなければ ならない。 これらの 導体 は， JIS C 0364-5-54 の 547.1.2 に 従わなければ ならない。 補助 等 
電位 保護 ボンディング 導体の 断面 積 は， 関連 機械の ボンディング 導体の 1/2 以上の 断面 積 を もち， かつ， 
8.2.2 に 規定され た 値 以上と しなければ ならない。 

9. 制御 回路 及び 制御機 能 低 電圧 制御 回路が 他の 規格で 規定され ていない 限 り ，JIS B 9960-1 の 9. の 規定 

を 適用す る。 高電圧 回路へ 直接 接続され た 制御 回路 （例えば， サイ リス タ ゲート 回路） は， 光 カップ リン 
グ 又は 変圧器 結合な どの ィ ン タフ ユース 技術 を 用いて， 低 電圧 回路から 電気 的に 分離 し な ければ な ら ない。 

10. オペレータ インタフェースと 機械に 取り付けられた 制御機 器 JIS B 9960-1 の 10. の 規定 を 適用す る 

が, 直接接触 に対する 最小 保護 等級 は， オペレータ インタフェース 及び 機械に 取り付けられた 制御機 器に 
対して IPXXDH でなければ ならない （6.2 参照）。 

11. 電子 装置 J1SB 9960-1 の 11. の 規定 を 適用す る。 

き 考-- ^ヌ 二:^ ヒぇ 上- ョ三ク A 装置 基本^ I な營： ^事 S_l¥;?L さぬ に J_ なし- Elh 形 三 ヒ^ 

一夕に 対する 要求 事項 は HD 637 の 5.2,12 に 規定 されて いる。 



12. 制御装置の 配置， 取 付け 及び ェン クロージャ 

12.1 一般 要求 事項 すべての 制御装置 は， 次の こと を 促進す るよう に 配置し， 取り付けなければ ならな 
レ气 




図 記号 IEC-60417- 5019 



著作権法に よ り 無断での 複製， fe— 載 等 は^ il: されて お り ま す。 
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一 接近 性 及び 保全 性 

一 機械の 運転 を 意図 している 外界の 影響 又は 周 囲 条件に 対す る 保護 
一 機械 及び その 関連 電気装置の 運転と 保全 
12.2 配置 及び 取 付け 

12.2.1 接近 性 及び 保全 性 制御装置の すべての 部品 は， 部品 や 配線 を 動かさずに 識別で きる ような 位置 及 

び 向きに 配置し なければ ならない。 動作が 正しい かの 確認 及び 取替え が 必要と なる 部品 は， 他の 装置 及び 
部品 を 外さずに （扉 を 開く こと 及び カバーの 取 外し は 除く）， これらの 作業が できる ことが 望ましい。 制御 
装置 に 接続 されて いない 端子 も， これらの 要求 事項に 適合し なければ ならない。 

すべての 制御装置 は， 運転 及び 保全が 前面から 容易に 行える ように 取り付けなければ ならない。 機器の 
取 外 し に 特殊な 工具 を 必要 と する 場合 は， そ の 工具 を 供給 し な ければ な ら ない。 定期的 保全 又は 調整の た 
めに 近づく こと を 必要と する 機器 は， 作業 面から 0.4〜2 m の 高さに 取り付けなければ ならない。 端子 は， 
作業 面から 0.2 m 以上の 高さ に， 導体 又は ケーブルの 接続 を 容易に 行える よ う に 配置す る こ と を 推奨す る。 

オペレータ イン タフ ヱース （例えば， 操作， 表示， 測定） に 必要な 機器 又は 冷却に 必要な 機器に 限り， 

扉， 及び ェン クロージャの 通常 取り外し できる アクセス カバーに 取り付けても よい。 

複数の 制御機 器が プラグ イン 形式で 接続され る 場合 は， 受け 側との 対応 関係 を， 種類 (形状)， マーキン 

グ， 略号な どで 明示し なければ ならない （JISB 9960-1 の 14.4.5 を 参照）。 
試験 用 端子 は， 次に よる。 

一 妨害物が なく 接近で きる ように 取り付ける。 

一 取扱説明書に 対応した 識別 を 明示す る （JISB 9960-1 の 18.3 を 参照)。 
一 適切な 絶縁 を 行う。 

- 試験 装置， 器具 を 接続す るのに 十分な 間隔 を とって 取り付ける。 
12.2.2 物理的 隔離 高電圧 装置 を 収納す るェン クロージャの 中には， 低 電圧 装置 及び 非 電気 部品 を 入れて 
はならない。 ただし， それらが 高電圧 装置と 一体 構成で あり， 正しい 動作に 必要な 場合 を 除く。 

低 電圧 装置に 近接す る 高電圧 開閉 装置 は， 金属 閉鎖 形で， 内部 アーク 故障に 耐える ことができる ものと 
し， 明り よ うな マーキング によって 低 電圧 装置と 区別し なければ ならない。 

機器 を 配置 （相互 接続 を 含む。） するとき は， 外部 的な 影響 又は 物理的 環境 条件 を 考慮に 入れて， 各 機器 
に 規定され た 空間 及び 沿 面 距離 を 維持 し な ければ な ら ない （IEC 60071-1 及び IEC 60071-2 を 参照） 。 
12.3 保護 等級 固体 外来 物 及び 液体の 侵入に 対する 制御装置の 保護 は， 機械 を 運転す る 場所の 外部 的な 
影響 （例えば， 配置 及び 物理的な 環境 条件） を 適切に 考慮し， ダスト， 冷却剤 及び 削りく ずに 対して 十分 
に 保護し なければ ならない。 

備考 1. 水の 浸入に 対する 保護 等級 は， J1SC 0920 に 規定され ている。 他の 液体に 対して は， 追加の 
保護 手段が 必要と なる ことがある。 

制御装置の ェン クロージャ は， 少なくとも IP22 の 保護 等級と する （JISC 0920 を 参照)。 ただし， 電気 
設備 区域が， 固体 及び 液体の 侵入に 対し 適切な 保護 等級の 保護 ェン クロージャ と して 使用され る 場合 は 除 
く。 

備考 2. 感電 保護に は 他の 保護 等級が 必要と なる ことがある （6. を 参照)。 
3. ェン クロージャの 代表的な 保護 等級の 例 を， 次に 示す。 

― 起動 抵抗器 及び 他の 大形 電気装置 だけ を 含む 通風され たェン クロージャ： IP10 
一 他の 電気装置 を 含む 通風され たェン クロージャ： IP32 
― 一般 産業 用ェン クロージャ： IP32, IP43 及び IP54 
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- 低圧 水 ジヱッ ト （ホースに よる） で 洗浄され る 場所で 用いる ェン クロージャ ： IP55 
― 粉 じんに 対し 保護す るェン クロージャ： IP65 
- スリップ リング 機構 を 収納す るェン クロージャ ： IP2X 
設置す る 場所の 状態に よって は， 別の 保護 等級が 適切と なること も ある。 
12.4 ェン クロージャ， 扉 及び 開口部 ェン クロージャ は， 通常の 使用 状態に おける 機械的， 電気 的 及び 
熱的ス ト レス， 並びに 湿度に 耐える 材料 を 用いて 構成し なければ ならない。 

扉 及び 覆いの 止め金 具 は， 脱落 防止 形が 望ましい。 点検 窓 は， ェン クロージャと 同じように， 化学的 雰 
囲 気 及び 機械的 応力に 耐える 材料と しなければ ならない。 危険な 状況に つながり かねない 窓への 静電気の 
帯電 を 防止す るた めに， 適切な 間げ き 又は 静電気 的な 遮へ い （例えば， 窓の 内側に 置き， かつ, ェン クロ 
一 ジャに 結合した 金網） のい ずれ かに よって 予防 措置 を とらなければ な ら ない。 

ェン クロージャの 扉 は 垂直 丁 番付き を 推奨す る。 できれば 持ち上げて 取 外し 可能で， 少なく とも 95° の 
開き 角度 ズ X 上 クバ 二 《寸) とする こ と を 推奨す る。 

扉， ふた， 覆い， 及び ェン クロージャ 間の ジョイント 又は ガスケ ッ トは， 機械に 使われる 侵食 性の 液体， 
蒸気 又は ガスの 化学的 影響に 耐えなければ ならない。 運転 又は 保全の ために 開放 又は 取 外しが 必要な 扉， 
ふた， 覆いに 対して， ェン クロージャの 保護 等級 を 確保す るた めに 用いる 手段 は， 次に よる。 
—扉， 覆い 又は ェン クロージャに， 堅固に 取り付ける。 

一 扉 及び 覆いの 取 外し 又は 交換に よって 劣化せ ず， 保護 等級 を 低下 させない。 
すべての ェン クロージャの 開口部 は， 床 又は 基礎に 面する もの， 又は 機械の 他の 部分に 通じる もの を 含 

め， その 電気装置の 保護 等級 を 確保で きる 方法に よって 供給者が ふさがなければ ならない。 ただし， 機械 

内部の ェン クロージャ 底 部に， 結露に よる 凝縮 液 を 排出す るた めの 開口部 を 設けても よい。 ケーブル 引 込 

み 用 開口部 は， 現場で 容易に 開けられる ものと しなければ ならない。 
電気装置 を 収納 した ェン クロージャと， 冷却剤， 潤滑剤 又は 作動 油が 入って いる コンパートメントとの 

間， 又は 油， 液体 及び ダス トが 侵入す るお それが ある コンパートメント との 間に 開口部 を 設けて はなら な 

い。 この 要求 事項 は， 油 中で 作動す るよう に 特に 設計され た 電気機器 （例えば， 電磁 式 クラッチ）， 又は 冷 

却 剤が 使用 される 電気装置に は 適用 しない。 

ェン クロージャの 取 付け 孔は， 取 付け 後， それらの 孔が 必要な 保護 を 損なわない ようにし なければ なら 

ない。 

正常 運転 中 又は 異常 動作 時に， 高い 表面 温度に 達する 可能性の ある 電気装置 は， 

- 高温が 発生 したと しても， そ の 温度に 耐え るェン クロージャ 内 に 配置 し な ければ な ら ない。 

一 熱 を 安全に 放散させる よう に， 隣接 装置から 十分に 離して 取 付け 及び 配置 をす る 力 KJIS B 9960-1 

の 12.2.3 を 参照)， 又は 電気装置から 放出され る 熱に 耐える 材料に よって 遮へ いしなければ ならな 

い。 

12.5 高電圧 装置への 接近 性 

高電圧 装置への 接近 性に 関して は， HD 637 の 6.5 を 参考と する。 
参考 HD 637 の 6.5 に 次の 規定が あ る 。 

6.5 建物に 関する 要件， 6.5.1 はじめに， 6,5.2 構造 規定， 6.5.2,1 概要， 6.5.2.2 II, 6.5.2.3 
窓， 6.5.2.4 屋根， 6.6.2.5 床， 6.5.3 開 | 閉 装置 室， 6.5.4 サービス 区域， 6.5.5 扉， 6.5.6 M 

導 流動体 （dielectric fluid) の 排出， 6.5.7 空調 及び 換気， 6.5.8 特別な 配慮 を 必要 とする 建物 

13. 導体 及び ケーブル 



著作権法 によ り 無断での 複^， fe® 等は禁 il: されて お ります。 



22 

B 9960-11 ： 2004 

13.1 一般 要求 事項 導体 及び ケーブル は， 使用 条件 (例えば， 電圧， 電流， 高調 波の 影響， 感電 保護， 
ケーブルの グループ 分け 及び 布 設)， 外部から 受ける 影響 [例えば， 周囲 温度， 水 又は 腐食 性 物質の 存在， 
機械的 応力 （据 付け 時の 応力 を 含む。） 及び 火災] に対して 適した もの を 選ばなければ ならない。 

中性 点 直接 接地 方式 又は 中性 点 低 抵抗 接地 方式で は， 地 絡が 1 秒 以内に 遮断で きる ので あれば， いかな 
る 種類の ケーブル を 用いても よい。 

中性 点 非 接地 方式 又は 消 弧 リア タトル （共振 接地） 方式で は， 地 絡の 継続 時間が 8 時間 を 超えない と 推 
測され る 場合に は， いかなる 種類の 放射 状 電界 （等 電界） ケーブル （各 心 シールド ケーブル） を 用いても 
よい。 地 絡の 継続 時間が 8 時間 を 超える ことがあ ると 推測され る 場合に は， 電圧 定格が その 次に 高い クラ 
スの 高圧 放射 状 電界 （等 電界） ケーブル （各 心 シールド ケーブル） を 用いなければ ならない （附属 書 D を 
参照)。 ケーブル 供給者の 推奨に 従う ことが 望ましい。 

こ れらの 要求 事項 は， 関連 し た JIS で 製造， 試験 さ れた 組立 品の 内部 配線に は 適用 しない。 
13.2 導体 導体に は， 一般的に 銅 を 用いる。 いかなる 材質の 導体 を 用いる 場合に も， 同一 電流 を 流した 
ときの 導体 温度が， 表 2 に 示す 値 を 超えない ような 公称 断面 積の もので なければ ならない。 



表 2 


通常 時 及び 短絡 時の 最高 許容 導体 温度 

単位 V 


絶縁体の 種類 


通常 時の 最高 許容 導体 温度 


短絡 時の 短時間 最高 許容 導体 温度 a. 


ボリ 塩化 ビニル 
(PVC) 


70 


160 

(300 mm 2 未満） 


架橋 ポリエチレン 
(XLPE) 


90 


250 


エチレン プロ ピ レン ゴム 混合物 
(EPR/HEPR) 


80〜90 b. 


250 


備考 200 °C を 超える 短時間 最高 許容 導体 温度に ついては， 銅 導体 は， すずめつ き 又は 裸 導体の どちらも 200 °C 

以上に は 適さない ため， 銀め つき 又は ニッケル めっきの いずれ か を 施さなければ ならない。 
参考 電気 用品 安全 法 及び JCS 168 にこの 表と 異なる 規革が ある。 


a. この 値 は， 経過 時間 5 秒 以内の 断熱 作用に 基づく ものである。 

b. ケーブル 製造業 者との 協^が 必要。 



短絡 電流に よる 電気 力学的 及び 熱 的 影響に 耐える よう にす るた めに は， 導体 寸法 は IEC 60865-1 に 従つ 

て 計算し なければ ならない。 

13.3 絶縁^^及びシ一 ス材料 絶縁体 及び シース 材料の 種類に は 次の ものが ある （ただし， これらに 限定 
しない）。 

― ビニル （PVC) 

- 架橋 ポリエチレン （XLPE) 

- エチレン プロピレン ゴム 混合物 （EPR/HEPR) 
ケーブル （例えば， PVC) の 絶縁体 及び シース 材料が， 火災 を 伝ば する， 又は 毒性 若しくは 腐食 性 ガス 
を 発生す る ことによ つ て 危険 源 となる 可能性が あ る 場合 は， ケ - ブル 供給者の 指示 を 求め る こ とが 望 ま し 
い。 

これらの 材料の 機械的な 強度と 厚さ は， 絶縁体 及び シース 材料が 運転 中 又は 布設中 （特に ケーブル ダク 
ト への 引き込み 中） に 損傷 を 受けない もので なければ ならない。 
参考— HD 637 の 5.2.9 に 関連す る 要求 事項が 示 されて いる。 
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13.4 電流 容量 導体 及び ケーブルの 電流 容量 は， 次の 両方に よって 決定す る。 

- 最高 定常 電流 又は 熱 的 等価 実効 電流に おける 最高 許容 導体 温度 
- 短絡 状態での 短時間 最高 許容 導体 温度 
導体の 断面 積 は， ケーブル 供給者が 別に 規定し なければ， これらの 条件 下で 導体 温度が 表 2 に 示す 値 を 
超えない ものと しなければ ならない。 

連続 使用 又は 間欠 使用に おける ケーブルの 電流 容量の 詳細に ついては， ケーブル 供給者と 協議し なけれ 
ばなら ない。 

13.5 導体 及び ケーブルの 電圧 降下 電源から 負荷までの 電圧 降下 は， 電気装置の 正常な 運転が 不足 電圧 
によって 影響され ない もので なければ ならない。 しかも， 無 負荷 運転での 過 電圧で 電気装置 を 損傷して は 
ならない。 

13.6 最小 断面 積 導体の 断面 積 は， 13.1 及び 8.2.2 に 従って 選択し なければ ならない。 
13.7 可とう ケーブル 

13.7.1 一般 事項 過酷に 取り扱われる 可とう ケーブル は， 次の 事項に 耐える 構造に しなければ ならない。 
一 機械的 取扱い 及び 粗い 表面 を 引きずる ことによ る 摩耗 
- ガイドがない ことによ るね じれ 

- ケーブル ドラムへの 巻き付け， 巻き戻し のとき， ガイ ド ローラ 及び 強制 ガイ ド から 生じる 応力 
備考 1. このよう な 条件で 用 いる ケー ブル は， ケー ブル 供給者の 基準 による。 

2. 強い 引 張 応力， 小さい 曲げ 半径， 異なる 平面 内への 曲げな どの 不利な 運転 条件が 繰り返され 
ると， ケーブルの 耐用 寿命 は 短くなる。 
移動 機械の 電気装置への 高電圧 電源供給の ための 可とう ケーブル は， 保護 導体 を もたなければ ならない 
(8.2.3 を 参照）。 保護 導体の 断面 積 は， 8. に 従って 決めなければ ならない。 保護 導体の 断面 積が 25 mm 2 以 
上で あるとき は， 可とう ケーブルの 中で， 同じ 断面 積の 幾つかの 導体に 分割しても よい。 
13.7.2 機械的 定格 機械の ケーブル ハンドリング システム は， 機械の 運転 中に 導体の 引 張 応力 をで きる だ 
け 低く 保つ よう 設計し なければ ならない。 銅 導体 を 用いる 場合の 引 張 応力 は， 銅の 断面 積に 対して 
15N/mni 2 を 超えて はならない。 使用 時の 要求 仕様が 引 張 応力 限度の 15 N/mm 2 を 超える 場合に は， 特殊 構 
造の ケーブル を 使い， 許容 最大 使用 引 張 応力に ついては ケーブル 製造業 者の 承認 を 得る ことが 望ま しい。 

銅 以外の 材料 を 用 いる 可とう ケー ブルの 許容 最大 使用 g I 張 応力 についても， ケー ブル 製造業 者の 承認 を 
得る ことが 望ましい。 

備考 導体の 引 張 応力に 影響を及ぼす 条件に は， 次の ものが ある。 
― 加速 力 
一 運動 速度 
一 ケーブルの 自重 
一 ガイ ドの 方法 

- ケーブル ドラム システムの 設計 
13.7.3 ドラムに 巻かれた ケーブルの 電流 容量 ドラムに 巻かれた ケーブル は， 完全に ドラムに 巻かれた 状 
態で， かつ， 通常の 使用 電流 を 流した とき， 最高 許容 導体 温度 を 超えない 断面 積の 導体 を もつ もの を 選定 
しなければ ならない。 

ド ラ ム に 収容 し た 円形 断面の ケ 一 ブルの 電流 容量 は， 表 3 に 従つ て 気 中の 最大 電流 容量 か ら 低減す る こ 
と が 望ま しい (IEC 60621-3 の 44. 参照)。 

備考 気 中の ケーブルの 電流 容量 は， ケーブル 製造業 者の 仕様に よる。 
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表 3 ドラムに 巻かれた ケーブルの 低減 係数 



ドラムの 種類 


ケーブル 層の 数 




1 


2 


3 


4 


円筒 状 換気 式 




0.85 


0.65 


0.45 


0.35 


放射 状 換気 式 


0.85 










放射 状 非 換気 式 


0.75 











備考 1 . 放射 状 ドラムと は， 狭い 間隔で 配置 された フラン ジ間 にケー ブルの ら 旋 層が 収容 されて いるもの 
のこと である。 無口 フラン ジを 用いた ドラム を 非 換気 式と いい， フラン ジに迪 ^の 換気口が ある 
もの を 換気 式と いう。 



2. 円筒 状 換気 式 ドラムと は， 広い 間隔で 配置され た フラン ジ 間に ケーブル 層が 収容され ており， さ 
らに， ドラムと 端 部 フラン ジ とに 通気 口が ある もの をい う。 

3. 低減 係数に ついては， ケーブル 及び ケーブル ドラム 製造業 者と 協議す る こと を 推奨す る。 これに 
よって 上記 以外の 係数 を 使う こと も ある。 



13.8 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリップ リング 機構 

13.8.1 直接接触 に対する 保護 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリップ リング 機構 は， 機械に 普通に 接近す る 

と き， 次の 保護 方法の いずれ かによ つて 直接接触 に対する 保護が 達成され るよう に据 付け 又は 収納し なけ 
れ ばなら ない。 

少なくとも JISC 0920 (JISC 0364-4-41 の 412.2 も 参照） に 従った IPXXDH のェン クロージャ 又 
は バリアに よる 保護 
I 人が 触れない 場所に 置 くこと によ る 保護 (IIS C 0364-4-41 の 412.4 を 参照） 
637.^. 7^,2 

充電 部 を 人が 触れない 場所に 置く こ と によって 保護す る 場合に は， JIS B 9960-1 の 9.2.5.4.3 に 規定す る 

非常 スィ ツチ ング オフ を 設けなければ ならない。 

導体 ヮ ィ ャ 及び 導体 バー は， 次の よ う に 設置 及び/又は 保護 し な ければ な ら ない。 

一 特に， 保護され ていない 導体 ワイヤ 及び 導体 バーと， プル コード スィッチの コード， 張力 軽減 機 

器 及び ドライブ チェーン のよう な 導電体 と の 接触 を 防 ぐ。 
一 振れの 荷重に よる 損傷 を 防ぐ。 
13.8.2 保護 ボンディング 回路 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び ス リ ッ プリ ング 機構 を 保護 ボンディ ング 回路の 
一部と して 用いる 場合 は， 通常 運転 中， これらに 電流 を 流して はならない。 

保護 ボンディ ング 回路の しゅう 動 接点 を 用いた 部分 は， 適切な 対策に よって 導通 性 を 確実に しなければ 
ならない （例えば， 集 電子の 二重 化， 導通 性の 監視)。 

13.8.3 保護 導体 集 電子 保護 導体 集 電子 は， 他の 集 電子と 交換で きない 形状 又は 構造で なければ ならない。 
このような 集 電子 は， しゅう 動 接点 式で なければ ならない。 

13.8.4 空間 距離 各 導体 間， 並びに， 導体 ワイヤ， 導体 バー， スリップ リング 機構 及び その 集 電子の 隣接 
する 系統 間の 空間 距離 は， IEC 60071-1 の 表 2 に 示される 短時間 定格 商用 周波の 耐 電圧 及び 低 レベル 定格 

雷ィ ン パルス 耐 電圧に 対して 適して いなければ ならない。 

f 考… 即^ 37_Q 秦丄に が 禿 まれて ヒ^— 

13.8.5 沿 面 距離 各 導体 間， 並びに， 導体 ワイヤ， 導体 バー， スリップ リング 機構 及び その 集 電子の 隣接 
する 系統 間の 沿 面 距離 は， 1EC 60071-2 の 表 2(3.3.5.2 も 参照) の 汚染 レベル 2， 3 又は 4 での 動作に 適して 
いなければ ならない。 

参考 HD 637 の 表 2 に 関連事項が 示されて いる。 
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好ましくない 周囲 条件 （例えば， 導電性の ほこりの たい 積， 化学作用） によって， 徐々 に 絶縁 値が 減少 
する こと を 防ぐ 特別な 対策に 関して は， 製造業 者の 推奨に 従わなければ ならない。 

13.8.6 導体 システムの 分割 導体 ワイヤ 又は 導体 バー を， 幾つかの 独立 区画に 分割で きる ような 配置 をす 

る 場合， 集 電子 自身が 隣接 区画 を 充電す る こと を 防ぐ ため， 適切な 設計 をし なければ ならない。 

13.8.7 導体 ワイヤ， 導体 バー システム 及び スリップ リング 機構の 構造と 据 付け 高電圧 電源 回路に 使用す 

る 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリ ッ プリ ング 機構 は， 低 電圧 回路に 使われる ものと は 別の グループに ま と 
めなければ ならない。 

導体 ワイ ャ， 導体 バー 及び ス リ ッ プ リ ン グ 機構 は， 損傷 を 受け る ことなく 短絡 電流の 機械的 及び 熱 的 影 
響に 耐える ことができなければ ならない。 

地下 又は 床下に 設置す る 導体 ワイヤ 及び 導体 バ一 システムの 取 外し 可能な 覆い は， 工具 を 使用し なけれ 
ば 開ける ことができな いように 設計し なければ ならない。 

複数の 導体 バー を 一個の 共通の 金属 ェ ン クロージャ 内 に 設置す る 場合 は， ェン クロージャ の 各 区画 ど う 
し を ボンディングし， 長さに よって は， 数 箇所 を 接地し なければ ならない。 地下 又は 床下に 設置す る 導体 
バーの 金属の 覆い 同士 も ボンディ ング し， 接地し なければ ならない。 

備考 通常の 金ぶ '4 製丁番 は， 金属 ェン クロージャ 又は 床下 ダクトと， それらの 覆い 若しくは 天 板との 
等 電位 ボンディ ング 又は 保護 導体 接続と しての 導通 性 を 十分に 確保で きる と 考えて よい。 
地下 又は 床下 導体 バーの ダク トは， 排水 設備 を もたなければ ならない。 

14. 配線 

14.1 接続 及び 経路 

14.1.1 一般 要求 事項 グランド， プッシング などに よる 高電圧 ケーブルの ェン クロージャへの 引 込み 方法 
は， ェン クロージャ の 保護 等級が 低下 しない こと が 確実な も のでなければ な ら ない (12.3 参照)。 

すべての 接続 は， 不測の 緩みに 備えて しっかりと 締め付けなければ ならない。 接続 方法 は， 接続す る 導 
体の 断面 積 及び 特性に 適して いなければ ならない。 アルミニウム 又は アルミニウム 合金の 導体の 場合に は， 
固有の 塑性 及び 電食 に対して 特別の 配慮 を 払わなければ ならない。 ねじ 込み 又は 締め付け による 導体の ジ 
ョ イン ト 並びに 電気装置への 接続 は， 負荷 状態 及び 短絡 条件 下にお いて， 必要な 接触 圧力 を 維持す るよう 
に 設計し なければ ならない。 グランド， 端子 箱 及び 端末 処理に 関して は ケーブル 供給者の 推奨 事項に 従わ 
なければ ならない。 

識別 タグ は， ケーブル 端末に 取り付ける ものと し， 読み やすく， 耐久性が あり， 使用 環境に 適した もの 
でなければ ならない。 

14.1.2 ケーブルの 配線 ケーブル は， 機械の 使用 又は 予見し 得る 誤 使用に よって 発生す る と考えられる 機 
械的 損傷の 可能性 を 最小と する よう に， 配線し 又は 保護し なければ ならない。 

ケ 一 ブルの 曲げ 半径 と 布設 条件 は， ケーブル 供給者の 指示に 従った も のでな ければ な ら ない。 

ケーブルの 取 外し 及び 再 接続が 必要な 場合 （例えば， 電動機の 取り替えの ため） に は， このための 十分 
な 余 長 を 確保 し な ければ な ら な レ \ 

導体 及び ケーブル は 適切に 保持し なければ ならない。 特に ケーブルの 端末 部 は， 導体 端 部に 機械的 応力 
がかから ないよう に 適切に 保持し なければ ならない。 

ケーブル は， 端子から 端子まで ジョイント なしで 配線し なければ ならない。 これが 実際的で ない 場合 （例 
えば， 移動 機械， 長い 可とう ケーブル を もつ 機械） に は， ジョイントしても よい。 

高圧 ケーブル は， 低圧 ケーブルと 物理的に 分離す る ことが 望ま しい。 
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14.2 導体の 識別 導体の 各 端末 は， 技術 文書 （18. を 参照） に 従って， 識別で きなければ ならない。 望ま 
しい 識別の 方法に 関して 供給者と 使用者と が 合意す るた めに， 附属 書 B の 設問 28 を 使用 するとよ い。 

保護 導体 は， 形状， 位置 又は 構造から 保護 導体で ある こと を 容易に 識別で きない 場合で も， 近づき 得る 
位置で， IEC 60417-5019 の 図 記号 又は 緑 と 黄の 2 色 組合せに よって 明りよう に 識別で きな ければ な ら ない。 
14.3 可とう ケーブル 可動 部分に 用いる 可とう ケーブル は， 接続 箇所に 機械的 引 張りが なく， 過度の 曲 
げが 生じない ような 方法で 保持し なければ ならない。 そのために ループ 状に 保持す る 場合に は， 少なく と 
も ケーブル 外径の 10 倍の 曲げ 半径が 取れる 長さと しなければ ならない。 

ケーブルの 接続 端 は， 力 （軸 方向 及び 半径 方向） がかから ないよう にし， ケーブルの 外装が はがれない 
よ う に 処理す る とともに， ねじれが かからな いよ う にしなければ ならない。 

接続 点 は， ケ一 ブル にね じ れが生 じない よう に 調整 し な ければ な ら ない。 

機械の 可とう ケーブル は， 次の ような ケ一 ブルの 使用方法 又は 誤 使用に よって 引き起こされる 外的 損傷 
の 可能性 を 最小に 抑える ように， 布設 又は 保護し なければ ならない。 
― 機械 自身に ひ （礫） かれる。 
一 運搬 車両 その他の 機械に ひかれ る 。 
- 移動して いる 機械 構造 物との 接触 

- ケーブル バスケットからの 出し入れ， 又は ケーブル ドラムへの 巻き 取り 及び 引き出し 
- カーテン （懸架） 方式 及びつ り 下げ ケーブル に対して 加速 中に かかる 力 及び 風の 力 
― ケー ブルの 収納 装置に よ る 過度の 摩擦 
一 過度の 放射 熱に さらされる。 
ケーブルの シース は， 次に 耐える もので なければ ならない。 
一 移動から 予想され る 通常の 摩耗 

- 雰囲気 中の 汚染物質の 影響 (例えば， 油， 水， 冷却剤， ほこり） 
ケーブル ハン ドリ ング システム は， 次の ような 場合に ケーブルの ねじれ を 防ぐ ために， ケ一 ブルの 軸 回 
り 角度が 5° を 超えない ように 設計し なければ ならない。 
- ケーブル ドラムへの 巻き 取り 及び 引き出し 時の 曲げ 
- ケーブル 案内 機器への 接近 及び 離脱 
ケーブル ドラムに は， 常に 少なく とも 2 巻き 分の 可とう ケーブル を 残さなければ ならない。 
ケ 一 ブル 製造業 者 と 別 な 合意 を しない 限り， 許容 ケー ブル 曲げ 半径 は， 次の よう に 確保 し な ければ な ら 
ない。 

ーケー ブル ド ラム 及び ケー ブル ローラ は， ケー ブル 外径の 25 倍 以上の 胴径が 確保 される よう に 使用 
しなければ ならない。 案内 機器 及び 搬送 機器に おいても， ケーブルが 固定 接続 点へ 向かう 部分に 
おいても， ケーブルの 最小 曲げ 半径 は， あらゆる 方向に ケーブル 外径の 15 倍 以下に なって はなら 
ない。 S 字の 道程で， 二つの 曲がり 部 間の 直線距離， 又は 二つの 異なる 面 内の 曲がり 部 間の 直線 
距離 は， 少なく とも ケーブル 外径の 20 倍と しなければ ならない。 走 行路 内に ある 供給 点での 最小 
曲げ 半径 は， ケーブル 外径の 15 倍 以上で なければ ならない。 

- ローラ コン ベアに 対して は， 個々 の ローラ 間の 距離 は， ローラ 部に おける 過度な 曲げ を 避ける よ 
うに 設定し なければ ならない。 この 条件 は， 特に 高速 走行， 高頻度の 反対 方向 曲げ， 及び 導体に 
最大 許容 弓 I 張 応力が かか る 使用 に 対 し て 適用 される。 
これらの 要求 事項 は， 同じような 装置， 例えば， 移動 ケーブル 支持 装置， ケーブル 運搬 車に も 適用す る。 
14.4 プラグ/ソケット 接続 通常， 使用 中に 接続され たま まとなる プラグ/ソケット は， 次の いずれ かで な 
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ければ ならない。 

― 意図 しない 脱落 を 防止す るた めに ， か ぎ 又は 工具 を 使用 し な ければ 外せ ないよう な 保持 タイプ 
― 負荷 条件 下での 開路を 防止す るた め， スィッチ による インタ ロック を 用いる タイプ 
例えば， 可とう 電源 ケーブル を 延長す るた めに プラグ/ ソケッ トが 必要な とき は， かぎ 又は 工具 を 用いる 
方式 に よ つ て 保持 しな ければ ならない。 さらに， スィッチ による インタ ロッグ を 用いる こと を 推奨す る 。 

プラグ/ ソケッ トは， 5.2.2 c) の 要求 事項 を 満たさなければ ならない。 17.2 に 従った 適切な 警告 標識 を ブラ 
グ / ソケッ トに 取り付けなければ ならない。 安全 使用に 対する 適切な 説明書 を 18. に 従って 提供し なければ 
ならない。 

14.5 輸送の ための 取 外し 輸送の ために 配線 を 外す 必要が ある 場合に は， その 筒 所に 端子 台 又は プラグ/ 
ソケット を 設けなければ ならない。 このような 端子 台 は， 適切に 覆わなければ ならない。 また， プラグ/ 
ソケット は， 輸送 中 及び 保管 中の 物理的 環境に 対して 保護し なければ ならない。 

14.6 ケーブル トレ ィ ケーブル トレ ィは， 摩耗に よる 損傷の 可能性 を 最小に する ように， 可動 部分から 
十分に 離れた 位置に， 動かない ように 支持し なければ ならない。 人の 通路が 必要な 区域で は， ケーブル ト 
レイ は 作業 面の 上方， 2m 以上の 位置に 取り付けなければ ならない。 

15. 電動機 及び 附属 装置 

15.1 一般 事項 JISB9960-1 の 15. の 規定 を 適用す る。 

15.2 電動機 用 接続 箱 電動機に 取り付ける 装置， 例えば， ブレーキ， 温度 センサ， ブラ ツギ ングス イツ 
チ 及び 速度計 用 発電機 は， 次の いずれ かにお いて 端子 接続 をし なければ ならない。 

- 電動機 用 接続 箱と は 別の 端子 箱， 又は 

一 電動機 用 接続 箱 内の 高圧 端子と は 分離され た 区画。 

16. 附属 品 

16.1 充電 部の 接地 及び 短絡の ための 附属 品 すべての 充電 部分 を 高電圧 装置に 適する 接地 システム (5.4 
参照) に 接地 及び 短絡す るた めの 附属 品 は， 機械の 高電圧 装置の 充電 部分での 作業 を 安全に 行い やす く する 
ために 十分な 量 を 確保し なければ ならない (附属 書 B 参照)。 これらの 附属 品 は， 1EC 61230 の 要求 事項 を 

満足し なければ ならない。 

16.2 電圧 検出器 機械の 充電 部分の 放電 を 確認す るた めに 適し， IEC 61243-1 を 満足す る 電圧 検出器 を 用 

意し なければ ならない。 電圧 検出器 は， 検出器の 動作が 正常で ある こと を 確認す る 手段 を もつ もので なけ 
れ ばなら ない (附属 書 B 参照)。 

薆考… 迎^ LQ_mJ?A 関連 事項歷 ま^^ ヒ^- _ 
16.3 安全 作業の ための 附属 品 高電圧 装置の 充電 部 近くでの 安全 作業の ための 附属 品 （例えば， 移動 ス 
クリーン， 挿入 式 絶縁 仕切 板） を 備えなければ ならない (附属 書 B 参照)。 

薆考… HP^LQ_7r;?^ お 週溥握 が靈 きお- ヒ 5^ 

17. マ一 キング， 警告 標識 及び 略号 

17.1 一般 事項 電気装置に は， 供給者 名， 商標 又は その他の 識別 記号 を 付けなければ ならない。 

警告 標識， 銘板， マーキング 及び 識別 プレート は， 物理的 環境に 十分 耐える もので なければ ならない。 
マーキン グ 及び 略号 は， JiS B 9960-1 の 17. に 適合 し な ければ な ら ない。 

17.2 警告 標識 （充電 マーク） マーク を 付けなければ 電気機器 を 内蔵して いる ことが 明確で ない ェンク 
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ロージャに は， JTSB 9706-1 の 図 10 による 組合せ 標識 を 付けなければ ならない。 この 標識 は， JISZ9101 
の 記号 B. 3.6 に 従い 黒色の 三角形 内 を 黄色の 地と し， その上に IEC 60417-5036 の 図 記号に よる 黒い 電光 を 

描いた 充電 マーク を 付ける ものと し， 該当する 電圧 を 示す 補助 ラベルと ともに 表示し なければ ならない。 
警告 標識 はェン クロージャの 扉 又は カバーに， 見やす く 表示し なければ ならない。 



18. 技術 文書 JISB 9960-1 の 18. の 規定 を 適用す る。 さらに， 文書， 特に 運転 マニュアルに は， この 規格 
Hb 9960-11) の 16. に 規定す る 附属 品の 使い方 を 含めなければ ならない。 

19. 試験 及び 検証 

19.1 一般 事項 この 規格 は 機械の 高電圧 装置に 対する 一般 要求 事項 を 規定して いる。 特定 種別の 機械に 
関する 試験 は， その 製品 規格の 規定に よる。 専用の 製品 規格 を もたない 機械に 対して は， 次の 試験のう ち 
適切な もの を 一つ 以上 採用す る。 ただし， 接地 システム 試験 (19.2 を 参照) は， 必ず 試験 項目に 含めな けれ 

ばなら ない。 

一 高電圧 装置が， 技術 文書に 適合して いる ことの 検証 
- 接地 システム 試験 ひ 9 .2 を 参照） 
一 絶縁抵抗 試験 (19.3 を 参照） 
一 耐 電圧 試験 (19.4 を 参照） 
- 機能 試験 (19.5 を 参照） 

一 電気 設備 区域 外での 高電圧 装置の IP 試験 (19.6 を 参照） 
これらの 試験 を 実施 するとき は， 上記の 順序で 行う こと を 推奨す る。 
19.2 接地 システム 試験 試験 は， 接地 システムが 6.3 による 間接 接触に 対する 保護の 要求 事項 を 満足して 
いる こと を 確認す るた めに， 次の 項目に ついて 実施し なければ ならない。 
- 機械の 据 付け 

一 機械 設備 側と 外部 設備 側 間の 接続 (機械 側 ボンディ ング 導体） 
- 機械の 電気装置の 一部と なって いる 接地 システム 

薆考— 迎^ LQ-^H^^K^ 麵が あき ヒ 5 ? 

19.3 絶縁抵抗 試験 電力 回路の 導体と 保護 ボンディング 回路との 間の 絶& 抵抗 値 は， 高電圧 装置の 定格 
電圧に 等しい 値 又は 5 kV のい ずれ か 小さい 方の 電圧で 測定し， 1MQ 以上で なければ ならない。 試験 は 高 
電圧 装置の 個々 の 区域 ごとに 実施しても よい。 ただし， 例外と して， 高電圧 装置の 特定の 部分， 例えば， 
ブス バー， 導体 ワイヤ， 導体 バー システム 及び ス リ ッ プリ ング 機構の 部分に は， 製造業 者の 合意に 基づぐ， 
より 低い 絶縁抵抗 値が 許容され る。 




1EC 60417-5036 の 図 記号 
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19.4 耐 電圧 試験 耐 電圧 試験の 詳細 は， 供給者と 使用者との 間で 合意し なければ ならない。 
据 付け 後に おける 現場での 電圧 試験の ガイ ドは， IEC60298 の 附属 書 DD に 示されて いる。 

参考 1. 経済 産業 省令 "電気 設備に 関する 技術 基準 を 定める 省令" 第 5 条 2 項 及び "電気 設備の 技術 
基準の 解釈に ついて" 第 17 条に 絶縁 耐カ 試験の 条件が 示されて いる。 
2. IEC60298 の 附属 書 DD は， JEM 1425 の 附属 書 DD と 規定 内容が 異なる。 
19.5 機能 試験 電気装置の 機能， 特に 安全 及び 安全 防護に 関する 機能 は， 試験 をし なければ ならない。 
19.6 電気 設備 区域 外での 高電圧 装置の IP 試験 IPXXDH の 直接接触 に対する 最小の 保護 等級の 形式 試験 
を 受けた 高電圧 装置に 対して は， IP 試験 は 必要ない。 

その他の 電気装置 では， JISC 0920 に 規定され た 適切な 試験 を 実施し なければ ならない。 
19.7 再試験 機械 及び 関連 装置の 一部 を 交換 又は 補修した 場合に は， その 部分 は 適宜， 再 検証 及び 再 試 
験 を 行わなければ ならない （19.1 を 参照)。 



関連 規格 

EN 50178: 1 997 Electronic equipment for use in power stations 
HD 637:1999 Power installations exceeding 1 kV a.c. 

WM_^^:^ ^…盒 羼墜潜 み丄 义チ まヤ展 び 三 _ヒ上只 二 A ギヤ… (旦 應舍墜 ). 

JCS 168: 1 995 ^ 電力 ケー ブルの 許容 電流 （その 1 )__ (日 本 電線 工業 会規 格） 



著作権法 によ り 無断での^^， ^袪^ は 禁止され ております。 
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附属 書 A (参考） この 規格が 対象と する 機械の 例 



この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

次の リスト は， この 規格に 適合す るべき 高電圧 装置 を 備える 機械の 例 を 示す。 
― 圧延機 
- 製紙 機械 

一 密閉 式 混合機 (ゴム 及び プラスチック） 
― トンネル 掘削機 
一 鉱山 及び 採石 機械 
- コ ンべャ 
― クレーン 

― シップ ロー ダ， アン ロー ダ 

一 原料 (例えば， 石炭) のス タツ 力 及び リク レ一 マ 
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附属 書 B (参考） 機械の 高電圧 装置に 関する 調査 書 



この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

備考 機械の 低 電圧 装置に ついては， JISB 9960-1 の 附属 書 B にこれ と は 異なった 調査 表が ある。 

次の 情報 は， 高電圧 装置の 使用者が 提供す る こと を 推奨す る。 この 調査 書 は， 機械の 使用者と 供給者と 
の 間で 基本条件 及び 使用者の 追加 要求 事項に 関する 合意 を 形成し， 機械の 高電圧 装置の 適切な 設計， 適用 
及び 使用 を 確実な ものと する ための も ので ある (本体の 4.1 を 参照)。 

製造者 • 供給者の 名 

最終 使用者 名 

見 積. 発注の 番号 日付 

機械の 形式 ，製造番号 . 



1. こ の 規格の 規定が 許容す る 変更が あ る か。 
あり なし 



運転 条件 一 特殊 要求 事項 （本体の 4.4 を 参照） 

2. 周囲 温度 範囲 

3. 湿度 範囲 

4. 標高 

5. 環境 （例えば， 腐食 性 雰囲気， 粒状 物質， 電磁 両立 性） 

6. 放射線 

7. 振動 及び 衝撃 

8. 据 付け 及び 運転 上の 特殊 要求 事項 （例えば， ケーブル 及び 導体の 難 燃 性 要求 事項) 



電源 及び それに 関連す る 条件 （本体の 4.3 を 参照） 
9. 予想され る 電圧 変動 （±10 % を 超える 場合） 

10. 予想され る 周波数 変動 （本体の 4ふ2 の 規定値 を 超える 場合） ^ 

短時間 仕様 

11. 将来 あり 得る 高電圧 装置の 変更であって， 電源 容量の 増加 を 必要と する ものが あれば 記入す る。 



12. 必要と される 供給 電源に ついて 

公称 電圧 交流— V 直流 V 

交流の 場合， 相 数 周波数 Hz 

機械への 電源供給 場所に おける 推定 短絡 電流 （実効 値） （質問 15 も 参照） kA 
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本体の 4.3.2 に 示されて いる 外部 電源の 変動 値 ： 

13. 電源から 機械まで をつな ぐた めの ケーブルの サイズと 種類 

- ケー ブル 断面 積 

- 導体の 材料 

- ケーブル 種類 

保護 導体の モニタ リ ング 要求の 有無 あ り なし 

14. 電源 システムの 予想 1 線 地 絡 電流 

値： „ 継続 時間： 

接地の 種類 

― 中性 点 非 接地 。 
一 消 弧 リア ク トル 接地 （共振 接地） 
一 中性 点 低 抵抗 接地 

一 消 弧 リア クト ル 接地 （共振 接地） 及び テ ン ポ ラ リ 中性 点 低 抵抗 接地 

中性 点 非 接地 又は 消 弧 リア ク トル 接地 （共振 接地） を もつ システムの 予想 2 線 地 絡 電流 

値 ： 継続 時間 ： 

15. 電源 導体の 過 電流 及び 地 絡の 保護 機器 は， 使用者 又は 供給者が 提供す るか （本体の 7.2.2 を 参照)。 



型式 及び 設定 (setting) 

― 過 電流 保護 機器 . 

- 地 絡 保護 機器 一 

16. 断路 器 及び 接地 装置の 供給 

供給され る 断路 器の 形式 

接地 開閉器に 要求され る オフ （OFF) 位置に 固定す るた めの 固定 装置の 有無？ 
あり ― なし— 

17. 供給 電源に 直接 接続した とき， 直 入れ 起動で きる 交流 三相 誘導電動機の 最大 出力 _kW 

18. 電動機 

JIS B 9960-1 の 7.3( 電動機の 過 負荷 保護) を 参照す る。 

, - 電動機の 過 負荷 検出 機器の 数 は 減らして よい か。 

可 否 

一 相間不 平衡 状態 下での 保護 は 要求 される か？ 

要 不要 

- 回転 子 （ロータ） の 停 動 状態 下での 保護 は 要求され るか？ 

要 不要 ― 



その他の 考察 

19, 識別 （本体の 17.1 を 参照） 

20, 刻印， 特殊な マーキング 

― 認定の マーク あり— なし ある 場合， どこの 認定 か. 

一 高電圧 装置に 付ける か 使用 言語 は 
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21. 技術 文書 （J1S B 9960-1 の 18.1 を 参照） 

どのような 記載 媒体 を 使用す るか 使用 言語 は 

22. 使用者が 準備す る ダクト， 開放 形 ケーブル ト レイ 又は ケーブル 支持 物の 寸法， 配置 及び 用途 （JISB 
9960-1 の 18.5 を 参照） （必要な ら ば 別紙に 記載） 。 

23. 両手 制御 を 用いる 場合， その タイプ 一 



タイプ 3 を 採用す る 場合， 二つの 押しボタンの 操作 間隔の 制限時間 (最大 0,5 秒） 
秒 

24. 特定の 機械 又は 制御装置 を据付 場所まで 輸送す る 際の 寸法， 及び 質量に 対する 特別の 制限が あれば 
記入す る。 

― 最大 寸法 

― 最大 質量 

25. 手動 操作に よって, 頻繁に 繰返し 操作 を 行 う 機械の 場合， その 繰返しの 時間 当た り の 頻度 は どれく 

らいか 一 _ _ / 時間 

そのと き， 継続して 機械 を 運転す る 時間 は， 最大 何分 か 分 

26. 特別に 製造す る 機械の 場合， 実 負荷 を かけた 運転 試験の 証明書が 必要 か。 

必要 不要 

その他の 機械の 場合， プロ ト タイプの 機械で 実 負荷 を かけた 運転 試験の 証明書が 必要 か。 
必要 不要 

27. ケーブル レス 制御に おいて， 正規の 信号が なく なつてから 自動的に 機械 を 遮断す るまでの 時間 は 何 
秒 か （JiS B 9960-1 の 9.2.7.3 を 参照） 。 秒 

28. 14.2 に 示されて いるが， 導体 表示に 特別な 方法 をと る 必要が あるか。 
要 否 形式 

29. 次の 事項に 対する 附属 品の 形式と 量 

― 接地と 短絡 （本体の 16.1 を 参照） 形式 量 

一 電圧 検出器 （本体の 16.2 を 参照） 形式 量 

一 安全 作業 （本体の 16.3 を 参照） 形式 量— . 
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附属 書 c (参考） 中性 点 直接 接地 方式 又は 中性 点 低 抵抗 接地 方式に おける 

裸 保護 導体の 断面 積の 計算 法 

この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

短時間 地 絡が 発生して いる 間に， 保護 導体に 触る ことによって やけど （火傷） を 負う 可能性 は 非常に 低 

いので， 断面 積 は 200 °C の 温度に 対して 決められる。 次の 式 は， 保護 導体の 断熱 性に 基づく ものであって， 
導体 温度が 200 °C を 超える ことなく， 最大 5 秒 間 地 絡 電流 を 流せる 裸 導体の 必要 断面 積 を 計算す るた め 
に 用いる ことができる。 

S 二 ih/k) t m 

ここに 

S 必要 断面 積 mm 2 

h 有効 地 絡 電流 （実効 値） A 

t 地 絡 電流が 流れる 時間 S 

k 初期 温度 を 40 °C としたと き， 許容 最高 温度 200 °C の 裸 導体の 係数 A(sec) l/2 mm l/2 

銅 153 

アルミニウム 99 

電気め つき 鋼 56 
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附属 書 D (参考） 高電圧 装置に おける ケーブルの 定格 電圧と 最高 電圧の 関係 



この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

ケーブルの 電圧 指定に は， ひ ひ （ひ w ) 力ま 用いられる。 これらの 関係 を 附属 書 D 表 1 に 示す。 
ここに， 

U () ケーブルの 導体と 大地 又は 金属 遮へ いとの 間の 定格 商用 周 波 電圧 

ひ ケーブルの 導体 間 の 定格 商用 周 波 電圧 

U m 高電圧 装置に おける 最高 電圧 (IEC 60038 を 参照） 



附属 書 D 表 1 

単位 kV 



ケ 一 ブル 及び 関連 取 付 金具の 

定格 電圧 kV 


高電圧 装置に おける 
最高 電圧 kV 


U 


U 


U m 


1.8 


3 


3.6 


3.6 


6 


7.2 


6 


10 


12 


8.7 


15 


17.5 


12 


20 


24 


18 


30 


36 
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附属 書 E (参考） 接地 及び 保護 ボンディング に関する 用語の 関連 付け 



この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

この 規格 （JIS B 9960-11) と HD 637 における， 接地 及び 保護 ボンディング 用語の 使い方 を 附属 書 E 表 

1 に 示す。 



附属 書 E 表 1 



JISB 9960-11 


HD 637 


接地 電極 


接地 電極 


定義： なし 

特別 要求 事項： なし 

使用 箇所： 3.9 


. 2.7.J 

地面 と ， 又は 広い 面で 地面 と 接触して いる コンク リー ト に 
埋め込まれた 導体 (例 え ば， 基礎 接地 電極） と 導電性 接触 し 

ている 導体 (1EV 604-04-05, 826-04-02) 


接地 システム 


接地 システム 


定義： 3.9 

導電 的に 接続した 接地 電極 又 は それと 等価な 金属 部分 
(例えば， 塔 脚部， 外装， 金属 ケーブル シース） と 接 
続 導体 及び ボンディ ング 導体で 構成され る 限定され た 
システム 

特別 要求 事項 ： なし 


定義: 2.7.6 

導電 的に 接続 し た 接地 電極 又は 接地 電極 と 等価な 金属 部 
分 （例えば， 塔 脚部， 外装， 金属 ケーブル シース） と 接地 
導体 及び ボ ン デ ィ ン グ 導体で 構成 される 限定 された シス 
テム 
(IEV 604-04-01) 


使用 箇所' ： 3.25, 5.2.1, 5.2.3.2, 6.3.2, 8.1， 
8.2.2， 8,2.3， 16.1， 19.1， 19.2 




接地 導体 


接地 導体 


定義 ： な し 

特別 要求 事項 ： な し 

使用 箇所： 3.9， 3.25 


定義： 2.7.4 

接地すべき 設備の 一 部 を 接地 電極に 接続す るか， 又は 接地 
電極 どう し を 接続す る 導体であって， 地面の 外に 布設 する 
力、 又は 埋設して 布設 し， 絶縁 措置 を 施した 導体 （1EV 
826-04-07) 

備考 設備の 一部と 接地 電極と 力、 遮断 リンク， サージ ァ 
レス タ カウン 夕， サージ アレス タ 制 御 ギ ャ プ な ど ( こ 
よって 接続され ている 場合， 接地 電極に 恒久的に 接 
続 さ れた 部分 だけが 接地 導体 となる。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 載 等 は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 E 表 1 (続き) 



j I S B 9960-11 


HD 637 


機械 側 ボンディング 導体 


機械 側 ボン ディン グ 導体 


定義 ： 3.25 

機械 側 等 電位 ボンディ ングを 接地 システムに 接続す る 
導体 （IEV 826-04-07) 
(HD 637 で は 接地 導体 という 用語が 用 いられる。） 


この 用語 は 使用され ていない。 


特別 要求' J f 項 ： なし 




使 懂 UTr ： 8.2.1， 8.2.3， 8.2.6, 8.2.7, 19.2 




保 P 璋休 


保 港 雷 休 


篛 ： "5 

感電 保護の ために， 次の 部分 を 電気 的に 接続す る 導体 
(1EV 826-04-05, 修正） 

- 露出 導電性 部分 
一 外部 導電性 部分 
- 主 接地 端子 


定篛 ： なし 

低 電圧 装置 と 高電圧 接地 シス テ ム 間の 接続に だ け 使用 さ 
れ ている。 


要求 事項 ： 8.2.2， 13.7.1 




使' 用 fil'P 万' ： 3.16, 3.34, 8.2.1， 8.2.3, 8.2.6, 
13.8.3, 13.8.7, 14.2, 附属 書 C 




等 電位 ボンディング 


等 電位 ボンディング 


定義 ： 3.15 

A*A* }=ih^ /ー丄' ― 、リみ r — 1、 ^Jt— プ し， » ザ rvVi に丁 ノ | 1 1, 、お 丄 /レ ？バァ / V HFT パ、 ジ H| 卍 V 

寺 gfcA 化 ？M お乂 する よ つ にん. 1 ,^ し た， 導電 1 生 齒5 分 間の ％ 
気 的 接続 （1EV 195-01-10) 


定義 ： 2.7.14.1 

r=\^r r/i. / rzt i h:『 / 丄 二、， ち キ 、 パ、 V / — 1- マ ユレ k j^t-\ 、；^ r 卜— ふ 1/ n 1= は :1 

導電 1 生邰品 M の電 走 を 小さ く すなた めの， 尊 B 性 邰 iffll ほ J 

の 導電性 接続 


特別 要求 事項： なし 




使用 箇所 ： 3.16， 3.25, 8.1， 8.2.1， 13.8.7 




等 電位 ボンディング 導体 


ボンディング 導体 


定義 ： 3.16 

保護 等^ te: ボンディ ングを 備えた 保 S 導体 

(LEV 195-02-10)。 


• 2. /.5 

等 電位 結合 を もたらす 導体。 


特別 要求 事項： なし 




mmmm ： 8.2.1， 8,2.6 





著作権法に 1 1 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 さ れ てお ります。 
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JIS B 9960-11 


HD 637 


補助 等 電位 ボンディング 導体 

定義： なし 
要求 事項 ： 8.2.7 
使用 箇所： 8.2.7 


補助 等 電位 ボンディング 導体 

この 用語 は 使用され ていない。 


保護 ボンディング 回路 
定義 ： 3.34 

漏電 事故の ほの 感電に 対する 保護に かかわる すべての 
保！^ 導体 及び 導電性 部分 

特別 要求 事項： なし 

使用 箇所 ： 6.3.1, 6.3.3, 8.2.1, 8.2.3， 8.2.4, 
8.2.5， 8.2.6, 8.2.7, 13.8.2, 19.3 


保護 ボンディング 回路 

この 用語 は 使用され ていない。 



著作 櫛 法に よ り 無断での 複製， 転 被》 は S 止されて おります。 
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露出 導電性 
部分への 
保護 導体 



外部 導電性 
部分への 
保護 導体 



低 電圧 システム 
及び 装置への 
保護 導体 



ビルディングの 
鉄骨 構造 





機械 側 ボンディング 導体 

(HD 637 に は 接地 導体と 

記述され ている） 







機械 

































補助 等 電位 ボンディ ング 導体 



等 電位 ボ 
導体 



機械 側 等 電位 
ボ： 



接地 システム 




外部 設備 側 等 電位 
ボ： 



附属 書 E 図 1 接地 及び 保護 ボンディング に関する 用語の 説明 



L 一- 0966 a I 

擊 SIS 鎏 



お^ 擊^ S 雜) 「#擊$|^ 右 



著作 櫳法 によ り 無断での 複製， 転 I び は禁. ik されて お り ます。 



附属 書 1 (参考） JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 



JIS B 9960-11:2004 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 11 部： 交流 1000 V 又は 
直流 1500 V を 超え 36 kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 事項 


IEC 60204-11:2000 fe 械 類の 安全性 一 機械の 電気装置— 第 11 部： 交流 1000 V 又 
は 直流 1500 V を 超え 36 kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 事項 


( I )JIS の 規定 内容 


(II) 国際規格 
番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格 と の 技術的 差異 
の 項目 ご と の 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点線の 下線 又は 側線 


(V)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 
理由 及び 今後の 対策 


項目 番号 


内容 




項目 番号 


内容 


項 目 ごとの 
評価 


技術的 差異の 内容 




1 ：; 商 頃 節随 


公 称 雷、) 厣雷 FF が夺 流 
ム 吖」 ヽ iiAS\ iJ^yj^ 乂 ひ| し 

1 000 V 又は 直流 1 500 

V を 超え 36 kV 以下 

で， 公称 周波数 200 Hz 

以下で 稼動す る 機械 

及び 連携す る 一群の 
機械の 電気装置。 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


IEC 60204-11 


TIC > |h1 |^ 
Jl!3 c_ |RJ し 


Til 田 節 (SI は HQ > IhI 

^/t]ip4il2±| いよ Ji。 し IHI 

じ。 

HD 637 を 備考で 引 

用。 


丄丄ソ 丄 




HD 637 は 国際規格 ではない ので， J1S 
では 参考と した。 


2. 引用 規格 


原 国際規格が 引用す 
る 規格のう ち 下記 2 件 
を はずし， 本文 巻末の 
関連 規格に 記載。 

• EN 50178 

• HD 637 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


1EC 規格 27 件， ISO 

規格 2 件， 及び EN 
50178, HD 637 を 

normative と し飞 ョ| 

用。 


MOD/ 変更 


J1S では EN 50178 

及び HD 637 の 強制 

力が 弱い。 


EN 50178 及び HD 637 は 国際規格 では 
ない ので JIS では 参考と した。 

該当 EN 及び HD は 国際規格への 移行 
を 働き かける。 





( I )JIS の 規定 内容 


(II) 国際規格 
番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異 
の 項目 ごとの 評価 及 びその 内 容 
表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点^の 下線 又は 側線 


(V)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 

理由 及び 今後の 対策 




項目 番号 


内容 




項目 番号 


内容 


項 目 ごとの 
評価 


技術的 差異の 内容 




著作権法 により 無鬧 


3. 定義 


3.9 及び 3.25 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


■ 60204-11 


JIS と 同じ 


3.9 及び 3.25 

HD 637 を 本文 又は 

備考に 引用。 


IDT 




HD 637 は 国際規格で はないた め JIS 
では 参考と した。 




3.26 

機械 類の 定義 は TR B 
0008 と 同じ 表現。 






3.26 

機械 類の 定義 は 
■ 60204-11 特有 

の 表現 




意味に 大差な し。 


安全 用語 統一の ため 日本語 定義 を TR 
B 0008 に 整合 化 


f での 複製， 転載 等 は 禁止 さ 


4. 一般 要求 

事項 


4.2 

高電圧 電気装置の 使 

田 郊— / + 胡； 亩 め rrc 

rn 口 A ロロ ほ 閑 7 ^レリ Jla 队 
び IEC 規格が ある 場 

合， これに 準拠す る こ 
と を 規定。 


IEC 60204-11 


國 と 同じ 


4.2 

高電圧 電気装置の 
v& m 口 A ロロ ほ閔 趙 リ） 
IEC 規格が あ る 場 
合， これに 準拠す る 
こと を 規定。 


MOD/ 変更 


J1S では， 国際規格 

に 整合し ない JIS 部 

口 rr\ 估 田 かゆき 刃 
ロロり 1 冗用 杏 口 あ、。 


変圧器， 継電 装置， 遮断器， 電線な ど 
は， 現時点で はすべ て 国際規格に 準拠 
する こと は 困難。 将来， 整合 化 を 図る。 


れ ており ます。 




IEC 60298 の 該当 事項 
は JEM 1425 に 同等の 

規定が ある こと を 記 
述 した 参考 を 追加。 












JEM 1425 によっても 要求 事項 を 知る 
こ とがで きる こ と を 示した。 




s フ、 ナ雷、 M 
丄八ノ J ilm 

導体 接続， 

電 源 断 路 

用 及び 開 

路用 機器， 

並 び に 接 

地 手段 


c n n 

IEC 60298 の 該当 事項 
は JEM 1425 に 同等の 

規定が あ る こと を 記 
述 した 参考 を 追加。 

5.4 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


■ 60204-11 


Jla c |nj し 


c 
ゝ丄丄 

5.4 

HD 637 を 備考と し 

て 引用。 


TOT 
丄 JJ 丄 




JIS では， JEM 1425 によって も 要求 事 
項 を 知 る ことができる こと を 示し た。 

HD 637 は 国際規格 ではない ので， J1S 
では 参考と した。 



B 9960-11 ： 2004 



( I )JIS の 規定 内容 


(II) 国際規格 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格 と の 技術的 差異 
の 項目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点線の 下線 又は 側線 


(V)JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 

~WdnJb 7 K、 (D ォ汁 销 ： 

^mJ^Lr W. リ） ス 、J 


項目 番号 


内容 




項目 番号 


内容 


項 目 ごとの 
評価 


技術的 差異の 内容 




6. 感電 保護 


6.1 
6.2 
6.3.2 

HD 637 を 参考と して 

引用。 

6.3.3 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


■ 60204-11 


JIS と 同じ 


6.1 
6.2 
6.3.2 

HD 637 を 本文に 弓 1 

用。 

6.3.3 

HD 637 を 備考と し 

て 引用。 


MOD/ 変更 


JIS では HD 637 の 

強制力が 少し 弱い。 


HD 637 は 国際規格 ではない ので JIS 
では 参考と した。 


-. -fi^ j=r~r t—r* 、f+ 

7. 咼 電圧 装 
置の 保護 


7.4 

サージに よ る 過 電圧 
の 保護 機器の 例と し 
ズ， アレス 夕， サージ 
ァ ブソ 一バが あ る こ 
と を 追加 記述。 

/.5 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


7.4 

例示な し。 

HD 637 を 本文に 引 

用。 


MOD/ 変更 


JIS 〔は HD 637 リ） 

強制力が 少し 弱い。 


理解の 便宜。 

HD 637 は 国際規格 ではない ので J IS 
では 参考と した。 


8. 等 電位 ボ 
ン デ ィ ン 
グ 


8.1 

8.2.1 
8.2.2 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


8.1 

■ 637 を 本文に 引 

用。 

8.2.1 

8.2.2 

HD 637 を 備考と し 

て 引用。 


MOD/ 変更 


JIS では HD 637 の 

強制力が 少し 弱い。 


HD 637 は 国際規格 ではない ので JIS 
でけ^: 老 > ) 十' 

し なよ '梦 力 こ し/し 
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1 1 lis の 規定 内容 


(II) 国際規格 
番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異 
の 項 目 ご どの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点線の 下線 又は 側線 


(V)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 
理由 及び 今後の 対策 


項目 番号 


内容 




項目 番号 


内容 


項目 ごとの 
評価 


技術的 差異の 内容 




9. 制御 回路 

7?, パ、 牛 fl 湖 

/X ひ 市 1 J 御 

機能 


JIS B 9960-1 の 9 を 適 

田 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


■ 60204-1, 9 を 適 

田 

用。 


IDT 






10. ォ ペレ 

一夕 イン 
タフ エー 

人 c m 
に 取 り 付 
けられた 
制御 観 器 


JIS B 9960-1 の 10 を 適 

用。 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


■ 60204-1, 10 を 

適用。 


IDT 






11. 電子 装 

區 


■B 9960-1 の 11 を 適 

rn o 

EN 50178， HD 637 を 

参考に 引用。 


IJTf^ f*(\l(iJ 1 1 

し OUZU^-l 1 


國 と 同じ 


■ 60204-1, M を 

用 

EN 50178, HD 637 

を 備考に 引用。 


IDT 




EN 50178, HD 637 は 国 K 規格で はな 

いので J1S では 参考と した。 


12. 制御 装 
置の 配置， 
取 付 け 及 
び ェンク 
ロージャ 


12.5 

HD 637 を 引用す る參 

考 条項。 


IFT 60204-1 1 


JIS と 同じ 


12.5 

HD 637 を 引用す る 

強制 条項。 


MOD/ 変更 


J1S では， HD637 の 

強制力が 少し 弱い。 


HD 617 は ® 際規, 格で はか レ） ので JIS 

では 参考と した。 



さ 
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寧 fsfg{〔 J: 0賺漯1?さ；. ま Mi^s^s^ WT。 



(I)JIS の 規定 内容 


(II) 国際規格 

食^ 7 


(in) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異 

の 項目 ご と の fp 価 及 びその 内容 
表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点線の 下線 又は 側線 


(V)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 
掘 由 及 び 今 係 の 対策 

>iib i±\ /X. U v /1^_レノス、」.ぉ 


項目 番号 


内容 


項目 番号 


内容 


項 目 ご と の 
評価 


技術的 差異の 内容 


13. 導体 及 

び ケ 一 ブ 
ル 


13.2 の 表 2 

電気 用品 安全 法 及び 
JCS 168 にこの 表と 異 

な る 基準 力、 ある ^ と 
《ま g と して tb/JP bC 

1 ュ 7 

LJ,J 

13.8.1 
13.8.4 
13.8.5 

nu %jd i <l ^y^^j v し ~j I / \j o 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


1 ， つ 

13.3 

13.8.1 
13.8.4 
13.8.5 

un fk'Kl を 太 卞£ 一 31 

用。 


MOD/ 変更 


1TC や/十 u n /；ュ 7 (T\ 
J la し は， riu o J / レン 

強制力が 少し 弱い。 


UT\ / + 闲 , 坦枚で /十 ナ， レ (7^ で TIC 

でけ 参者戶 1 f- 

、 Vc^ ^> -^rj C し, に。 


14. 配線 




IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 


― 




15. 電動機 

7^ バ 陽 属 
队 リ、 yv\ )m 

装置 




IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 






\f. 附属 品 


16.3 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


IEC 60204-11 


I1C > 同 ド 


1 f. 

1 

16.3 

HD 637 を 本文に 引 

用。 


MDTV 恋" Pi 


itc では HD 6" の 

強制力が 少し 弱い。 


HD 637 は 国際規格 ではない ので JIS 
では 参考と した。 


17. マー キ 

ング， 警告 
標識 及び 
略号 




TFT 60204-11 


J1S と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 






18. 技術 文 

蚩 




IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 







44 

B 9960-11 ： 2004 



iln^ SHiT<ssi $ss£ 緞 」h ゆ^ t お 



1 1 lis の 規定 内容 


(II) 国際規格 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異 

の 項目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 

表示 方法 ： 点線の 下線 又は 側線 


(V)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 
理由 及び 今後の 対策 


項目 番号 


内容 


項目 番号 


内容 


項 目 ごとの 

言 平価 


技術的 差異の 内容 


19. 試験 及 
び 検証 


19.2 

HD 637 を 参考と して 

引用。 


IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


19.2 

HD 637 を 本文に 引 

用。 


MOD/ 変更 


JIS では， HD 637 の 

強制力が 少し 弱い。 


HD 637 は 国際規格 ではない ので 参考 
と した。 


附属 書 A 
(参考) 




IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 






附属 書 B 
(参考） 




IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


國 と 同 じ 


IDT 






附属 書 c 

(^老 、 
、梦ち ノ 




IEC 60204-11 


J1S と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 


一 




附属 書 D 

(参考） 




■ 60204-11 


JIS と 同じ 


JIS と 同じ 


IDT 






附属 書 E 
(参考） 




IEC 60204-11 


JIS と 同じ 


國 と 同じ 


IDT 







JIS と 国際規格との 対応の 程度の 全体 評価 ： MOD 



備考 1. 項目 ごとの 評価 欄の 記号の 意味 は， 次のと おりで ある。 

一 IDT 技術的 差異がない。 

一 MOD/ 変更 国際規格の 規定 内容 を 変更して いる。 

2. JIS と 国際規格との 対応の 程度の 全体 評価 欄の 記号の 意味 は， 次のと おりで ある。 
一 MOD 国際規格 を 修正して いる。 
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$00^^ ；, 裙鍵^ぉ 鞣. さ- r お D 卅 1,。 
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機械 類の 安全性 - 機械の 電気装置 - 
第 11 部 ： 交流 1000V 又は 直流 1500V を 超え 
36kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 事項 

解 説 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 
格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1. 制定の 趣旨 こ の 規格 は， IEC (International Electrotechnical Commission 国際 電気 標準 会議） 規格の IEC 
60204-11 Safetv of machinery— Electrical equipment of machines — Parti 1 [Requirements for HV equipment for 
voltages above 1000 V ax. or 1500 V d.c. and not exceeding 36 kV の 第 1 版 （2000 年） に基づいて 作成 し た。 1EC 
60204-11 は IEC/TC44 (機械 類の 安全性 一 電気 的 側面） が 作成した もので あり， ISO, 1EC で 構築が 進めら 

れ ている 安全 規格 体系の なかで， 機械の 高電圧 電気装置 に関する タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） に 位 
置 付けられる。 WTO/TBT 協定 を 遵守 し 早期 に 国 際 規格 に 対応 した 日 本 工業規格 を 制定す る 必要が あるた 
め， JISB 9960-1.1999 (機械 類の 安全性— 機械の 電気装置— 第 1 部： 一般 要求 事項） に 引き続き， JIS とし 
て 制定す る ことと した。 この 規格 は タイプ C 規格 （機械に 関する 個別 規格） 及び 個別の 機械の 仕様書に 引 
用され る こと を 意図して いる。 

2. 制定の 経緯 JISB9960-1:1999 力 ま 低 電圧 装置 を 対象と している のに 対し， この 規格 は， 高電圧 装置に 

対する 要求 事項 を 規定して いる。 この 規格の 主な 適用 対象に は， 原材料 採取， 移送， 加工な ど を 行う 機械 
設備 （例えば， 製紙 機械， 鉱山 機械， 圧延機な ど） が もつ 高電圧の 電気， 電子 装置 及び システムが ある。 

IEC/TC44 国内 審議 委員会の 下部機関 と して 専門技術 者から なる 作業部会 を 構成し， 平成 12 年度に IEC 
原 規格の 翻訳 作業 を， 平成 13〜14 年度に 規格 内容の 調査 を 行った。 これ を 基に， 社団法人 日本 機械工業 連 
合 会 を 事^ W とする 原案 作成 委員会 （5. 参照） が 作成した 原案に よって 制定した。 

3. 審議 中に 問題と なった 事項 この 規格 は， 主として 接地 システムと 中性 点の 接地 方式 （五つの 方式） 
から 安全 要求 事項 を 詳しく 規定して いるが， 日本の 中性 点 非 接地 方式の 現状が 問題と なった。 配電 電圧の 
昇 圧 化の 動向 に 対し， 各 接地 方式の 詳細 検討 と 日 本の 国情 も 反映した 国際規格 提案 を 今後の 課題 とする こ 
とに なった。 

4. 適用 範囲 電気 設備に 関する 技術 基準 を 定める 省令 （以下 "電 技" という） では， 交流で は 600 V を 
超える 電圧， 直流で は 750 V を 超える 電圧が 高圧と される 力ち この 規格の 適用 対象と なる 電気装置の 電源 
電圧 範囲 は 交流の 場合 1 000 V を 超え 36 kV 以下， 直流の 場合 1 500 V を 超え 36 kV 以下で あ る 。 電 技で 高 

解 1 

著作 H 丄に t h ym-c^m^i ^にさ は禁 〖h されて おります。 
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圧と される 範囲で あっても 交流 1 000V 以下， 直流 1 500 V 以下の 装置に は， この 規格 は 適用せ ず， JISB 
9960-1 が 適用され る。 

交流の 場合， こ の 規格の 公称 電源 電圧 と JEC 158 電気 規格 調査 会 標準 規格に よ る^ > 称 電源 電圧 及び 最高 
電圧との 対比な ど を， 次の 表に 示す。 



交流の 場合 

単位 V 



この 規格が 適用され る 
公称 電源 電圧 
(定格 電圧） 


■ 158 の 公称， 


ぼ 圧と 最高 電圧の 標準 値 


備考 （電 技に よる 電 
圧の 種別） 


公称 電圧 （線 間） 


最高 電圧 （線 間） 


1 000 く V 
1 36 000 


3 600 


3 300 


3 450 


高圧 

(600 超 7 000 以下） 


7 200 


6 600 


6 900 


12 000 


] 1 000 


11 500 


特別 高圧 
(7 000 超） 


24 000 


22 000 


23 000 


36 000 


33 000 


34 500 



直流の 場合， 電圧の 標準 値 は 公的に 規定され ていない。 

直流の 場合 

単位 V 



こ の 規格が 適用 される 公称 電源 電圧 
(定格 電圧） 


備考 （電 技に よる 電圧 
の 種別） 


1 500 < V > 36 000 


1 500 く V > 7 000 


问 Et: 

(750 超 7 000 以下） 


7 000 < V > 36 000 


特別 高圧 
(7 000 超） 



5. 規定 項目の 内容 規定 項目に ついての 補足 事項 を， 次に 示す。 

a) 引用 規格 （本体の 2.) 原 国際規格で 引用 規格 （normative) としてい る EN 5017， Electronic equipment 
for use in power stations 及び HD 637， Power installations exceeding 1 kV ax. は， 国際規格 では ない ので， 
この 規格で は 引用 規格 リストから はずし， 本文 中で 参考と して 引用した。 これらの 規格 は， 本体 巻末 
の 関連 規格に 1£1^1425及び1む8168 と と もに 示した。 

b) 電気装置の 選択 （本体の 4.2) 及び 種類 （本体の 5.2.2) 高電圧 開閉 装置 及び 電源 断路 機器 を 選択す 
る 場合 は IEC 60298 による， と 規定して いるが， IEC 60298, A.C. metal-enclosed switchgear and 
controlgear for rated voltages above 1 kV and up to and including 52 kV を- 一部 ザ! 多 正 し た 日本 電機 工業 会規 
格 JEM 1425 が あるので， この こと を 参考に 示した。 

c) 間接 接触に 対する 保護 （本体の 6.3) この 規格が 扱う 電路の 接地 方式に は， 次の 五 方式が あり， それ 
ぞれに 対 し 要求 条件 を 示して いる。 

① 中性 点 非 接地 方式 （isolated neutral earthing) 

② 中性 点 低 抵抗 接地 方式 （low-impedance neutral earthing) 




低 抵抗 



解 2 
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③ 中性 点 高 抵抗 接地 方式 （high-impedance neutral earthing) 

丄 

Aj\ R ： 高 抵抗 
國 消 弧 リア ク トル (共振 接地) 方式 （resonant earthing) 

i 

⑤ 中性 点 直接 接地 方式 （direct neutral earthing) 

d) 移動 機械に 対する 保護 （本体の 6.3.4) この 規格で は， 3 種の 電源供給 方式 （電路の 接地 方式） に 対 
し， 異なる 要求 事項 を 規定して いる。 供給 電圧の 制限， ケーブル 長の 制限， 及び 自動 断路の 要求が 次 
のよ う に 規定され ている 力、 電技 15 条に はこの 要求と 異なる 規定が ある。 電 技と 異なる 部分に 対して 
は， 国内 使用の 場合 は電 技の 規定が 優先され る。 特に 自動 断路の 要求に 注 が 必要で ある。 

― 中性 点 直接 接地 方式 は， 一般的に 2 kV 未満の 供給 電圧に 適用し， 自動 断路 は， 常に 必要と する。 
― 中性 点 低 抵抗 接地 方式 は， 供給 上限 電圧が 36 kV ま でで， ケ 一 ブル 上限 長 さ が 4 km ま でに 適用 

し， 自動 断路 は， 通常 必要と する。 
一 中性 点 非 接地 方式 又は 中性 点 高 抵抗 接地 方式 は， 供給 上限 電圧が 36 kV までで， ケーブル 長さ 

8km までに 適用し， 自動 断路 は， 通常 必要で ない （電 技で は 必要で ある）。 

e) 導体 （本体の 13.2) 絶 緑 体の 種類 ごと に 通常 時の 最高 許容 導体 温度 及び 短絡 時の 短時間 最高 許容 導 
体温 度 力ま 表 2 に 示されて いる 力、 電気 用品 安全 法と 日本 電線 工業 会規 格 JCS 168 に は， この 規格と 異 
なる 基準が ある。 これら 国内 基準の 値 を， この 規格の 規定値と 対比して 次の 表に 示す。 電気 用品 安全 
法 （電気 用品の 技術 上の 基準 を 定める 省令の 附属の 表 "電気 用品に 使用され る 絶縁 物の 使用 温度の 上 
限 値"） では， 通常 時の 最高 許容 導体 温度が この 規格と 異なり， JCS168 [III 定数 1. (3) 短絡 時 又は 地 
絡 時] では 短絡 時の 短時間 最高 許容 導体 温度が この 規格と 異なる。 



単位 °C 



絶縁体の 種類 


通常 時の 最高 許容 導体 温度 


短絡 時の 最高 許容 導体 温度 


この 規格の 
許容 値 


電気 用品 安全 
法の 基準 


こ の 規格の 
許容 値 


■ 168 の 許容 

値 


ビニル （PVC) 


70 


60 


160 


120 


架橋 ポ リエ チレン 

(XLPE) 


90 


90 


250 


230 


エチレン プロ ピ レン 
ゴム 混合物 
(EPR/HEPR) 


80〜90 


90 


250 


230 



f) 可とう ケーブル （本体の 13.7) この 規格で は 制限して いないが， 移動 機械の 電気装置への 電源供給 
用 可と う ケーブル を 特別 高圧で 使用す る 場合， 電技第 56 条 3 項で は 移動 ケーブルの 布設は 屋内 だけに 
限定して いる。 

g) 絶縁抵抗 試験 （本体の 19.3) 絶縁抵抗 試験 時の 測定 電圧 は, こ の 規格で は 高電圧 装置の 定格 電圧に 
等しい 値， 又は 5kV のい ずれ か 小さい 値に よるとし ている。 日本で は， 従来， 測定 電圧 を lkV とす 
る のが 普通で あ り， JIS C 1302 (絶縁抵抗 計） の 測定 電圧 も 1 kV が 最大値で あ る な どの 問題 も あ る 力、 

機械 製品の 国際規格 整合 化 を 重視し 原国隨 規格のと おり とした。 

解 3 
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耐 電圧 試験 （本体の 19.4) 据 付け 後の 現場での 耐 電圧 試験の 印加電圧 に関する 関連 基準 を 次に 示す 
(交流 電源の 場合)。 



IEC 60298， 附属 書 DD による 方法 は， 乾燥 条件で 商用 周波 耐 電圧 試験 電圧 X 0.8 の 電圧 を 1 分 間 印 

加す る こと と している。 



電技 （"電気 設備の 技術 基準の 解釈に ついて" 第 17 条） では， 試験 電圧 を 10 分 間 （連続） 印 加す る 
ことと している。 試験 電圧 は， 最大 使用 電圧が 7000 V 以下の 場合， 最高 使用 電圧の 1.5 倍の 電圧と 
し， 最大 使用 電圧が 7 000 V を 超え， 36 kV 以下の 場合 は， 中性 点 接地 方式で は 最高 使用 電圧の 0.92 
倍， その他の 方式で は 1.25 倍の 電圧と している。 . 



原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



J1S B 9960-11 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 




所属 
横 浜 国立大学 
オーク マ 株式会社 



井 


上 


洋 




ビューロー ベリ タス 


大 


槻 


文 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 


小 


森 


雅 


裕 


社団法人 日 本鍛圧 機械工業 会 


佐々 木 


孝 
チ 


雄 

/Aft: 


ネト 闭法 人 日 本ぎ ま W 機械工業 会 


佐 


藤 


公 


治 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 


赤 


嶺 


淳 




社団法人 日本 電機 工業 会 


川 


島 


英 


治 


社団法人 日 本 電気 制御機 器 工業 会 


上湯瀨 




広 


株式会社 キトー 


坂 


井 


正 


釜 

口 


曰 本 信号 株式会社 


平 


沼 


栄 


浩 


布目 電機 株式会社 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フク 


十 


川 


修 




川 崎 重工業 株式会社 


羽 


田 


健 




株式会社 明電舎 


田 


村 


文 


彦 


株式会社 安川 電機 


渡 


辺 


昭 




オムロン 株式会社 


石 


川 


雅 


英 


富士 電機 株式会社 


松 


波 


敏 


昭 


三菱 電機 株式会社 


竹 


内 


時 


男 


社団法人 日本 印刷 産業機械 工業 会 


稲 


富 


隆 


夫 


コマ ッ産機 株式会社 


浦 


沢 


辛 


雄 


大和 電業 株式会社 


川 


井 


健 


司 


株式会社 山武 


m 


山 


貞 




経済 産業 省 産業 技術 環境 局 標準 課 


尸 


田 




暁 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 標準 課 


森 


戸 


和 


美 


厚生 労働省 労働 基準 局 安全 衛生 部 安全 課 
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(オブザーバー） 




大 


川 


龍 


郎 


経済 産業 省 製造 産業 局 機械 課 






鬼 


束 


ノ LH、 


人 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 基準 認証 ュ 


(事務局） 




山 


崎 






社団法人 日 本 機械工業 連合会 






水 


島 


宣 


浩 


社団法人 日本 機械工業 連合会 


(分科会 主査） 


〇 


羽 


田 


健 


一 


株式会社 明電舎 


(分科会 委員） 


〇 


内 


田 


直 


司 


富士 電機 株式会社 




〇 


鹿 


野 


和 


夫 


株式会社 日立 製作所 


(分科会 オブザーバー） 


〇 


川 


畑 




理 


三菱 重工業 株式会社 




〇 


篠 


原 




淳 


三菱 重工業 株式会社 




〇 


高 


田 


秀 


文 


石 川 島播磨 重工業 株式会社 




〇 


日 




芳 


法 


三菱 電線 工業 株式会社 




〇 


阿 


部 




早 


日立 電線 株式会社 


(分科会 事務局） 




水 


良 




浩 


社団法人 日本 機械工業 連合会 



備考 〇 印 は， 分科会 委員 を 示す。 

(文責 須藤 次男) 



解 5 

著作権法 により 無断での 複製， 板 載 等 は 禁止され ております。 



★ 内容に ついての お 問合せ は, 潔 準 部 標^ 調査 IK [FAX(03)3405^554i TEU03)5770-1573] へ ご 連 

絡く ださい。 

★JIS 規格 紫の 正誤 票が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊誌 "標準化 ジャーナル" に， 正，^ の 内容 を掲敝 いたします。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火曜日に， "日経 産 1 ^蘭" &び "日刊 工業 新 WT の J1S 発行の 広告 讕 
で， 正 澳 粟が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規 恪 の 名称 をお 知らせいた します。 

なお 1 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正^^が 発行され た 場れ， G!f め 
的に お送りい たします。 

★.JIS 規格^の ご注文 は， 普及，^ 部 力 ス タマ 一 サービス 裸 [TEL(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 

又は 下記の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おり ますので， お 申込みく ださい。 



JIS B 9960-11 

機 の 安全性— 機械の 電気^ い 部 ： 交流 iooov 又は M 流 1500V を 

mx 36ky 以下の mtiffi 装 K に 対する 要求， 喷 

牛 成 i6 ^ 4 y\ I Fi ^ ！ mwtr 



お" 吾- 

% 行 所 

財団法人 日本規格協会 
〒 'お 京^ 港 IX 赤 坂 4 TU 1-24 



札視 支部 T(X)0-0003 
東北 支部 T 980-081! 
名 古 履 支部 〒化 0-0008 
T 54 1-0053 
¥730-00 U 
T 760-0023 
T 8 12-0025 



広 》 支部 

四 S3 支部 



fljim 中央 区 «3 条西： i 丁目 i tin 大? ビル 内 

TEL (0 11)261 -0045 FAX <0 \\)22\ -4020 
蒙嘗 ： 0276O-7-43SI 

《-' S 町 2 丁 S 5-22 GE エジソン ビル 仙 n 内 
TEL{022}227-»336<^^) FAX (022)266-0905 
園 誓 ： 0220O-4-S166 

名 古 屢巿中 栄 2 丁目 6-1 白 川 ビル 別^ 內 
TEL (052)221 -83 16<R^) FAX (052)203-4«06 
おお ： 0O8OO-2-23283 

大皈市 中央 k 本 町 3 ra 4-10 mfm ビル 内 

TEL (歸 26 卜賺ま お FA.X (06)6261^1)4 
観 着 ： 00910-2-2636 

広お 市中 ぽ ^ 町 5ポ 広 Qi 商 r. i^^m ビ ル 内 

TEL m2)21 1 -7023,7035.7036 FAX (082)223-7^8 

高 松 市 寿 町 2 丁目 249 JPRiffi 松 ビル 内 
TEL (0^7)82 1 -785 1 FAX (0»7>82 1 -326 1 
蒙 養 ： 01680-2-3359 

お 岡^ 博 多 区 店^ 町 1-31 ^お 生命^ 岡 ビル 内 
TEL (092)282-^80 FAX (092)2»2-<?118 
観霍 ： 01790-5-21632 



Primed in Japin 



Dl/B 

2010-01-15 SW 



ft 作^法に よ り 贓 断での 》W， 転載^ は # U- さ れて お り ま す' 



JAPANESE INDUSTRIAL STANDARD 



Safety of machinery— Electrical 
equipment of machines— Part 11 : 
Requirements for HV equipment for 
voltages above 1000V a.c. or 1500V 
d,c. and not exceeding 36kV 

JISB 9960-11 ^ 

(JMF) 



Established 2004-03-25 



Japanese Industrial Standards Committee 

Published by 
Japanese Standards Association 

定価 2,940 円 （本体 2，800 円） 

ICS 13'110;29 遍 

Reference number リ IS B 9960-11:2004 り） 



お '作^法に より * 断での mw, は^ f ト されて おります。 



